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AASHTO ：American Association of State Highway and Transportation Officials

（米国州政府道路交通運輸担当官協会）

As ：Asphalt（アスファルト）

BHN ：Basic Human Needs（人間としての基本的ニーズ）

C-40 ：Crusher run（切込砕石）

CBR ：California Bearing Ratio（CBR値）

CH ：Chainage（距離程）

deg ：Degrees（角度）

E/N ：Exchange of Notes（交換公文）
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GNP ：Gross National Product（国民総生産）

Kha Sa Ah ：Laukai District Organization and Administration Committee

（ラウカイ地方和平開発委員会、ミャンマー語の略称でKha Sa Ahと称す）

PBANRD ：Progress of Border Areas and National Races Department（民族国境地域局）
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Affairs（少数民族国境地域開発省、ミャンマー語でNATALAとも称す）

SPDC ：State Peace and Development Committee（国家平和開発評議会）

UNDCP ：United Nations Drug Control Program（国連薬物統制計画）

φ ：Diameter（内径）



要 約

ミャンマー連邦（以下 「ミ」国と称す）は、北緯10～28度、東経93～103度に位置し、、

周囲を中国、タイ、ラオス、インド、バングラデシュに囲まれている。国土面積は約67.8

km で日本の約1.8倍の南北に細長い国である。北方にチン丘陵、東方に標高2000ｍ以上の2

山々を含むシャン高原、西方に阿羅漢山脈がある。中央部にはエーヤワディ川が流れ低地

部を形成し、東部には北部ヒマラヤを源とするサルウィン川がシャン州を南下している。

気候はモンスーン地帯に属し、降雨は雨期に集中し、12月から３月の乾期にはほとんど降

らない。

「 」 、 、 （ ）ミ 国は 135の少数民族を抱える多民族国家であり 全国人口は4,725万人 1999年

で、７割をビルマ族が占め、残りの少数民族は国境周辺部で生活している。本計画地のシ

ャン州コーカン地区は、サルウィン川と中国国境に挟まれた辺境地に位置しており、中国

系少数民族であるコーカン族等が居住し、人口は約19万人と言われている。コーカン地区

の民族構成はコーカン族が75％、パラウン族が11％、その他の民族が10％となっており、

言語は主にコーカン語（雲南系の中国語）が使用され、通貨も中国元が流通するなど、中

国の文化・経済の影響が強い。

「ミ」国政府は、同国の国境地域における経済・社会の発展、各民族間の友好促進等を

目的に国境地域少数民族開発省（以下、国境省と称す）を1992年に設置し、少数民族の生

活環境改善に努力している。シャン州コーカン地区においては、自治組織としての第１特

別自治区が設立され、中国系住民による自治が行われているが、1998年に「ミ」国政府と

、 。 、和平協定が締結されて以来 同国政府と協調しつつ経済開発を進めている しかしながら

当該地区は中国国境附近の急峻な山岳地帯に位置するため、耕地面積は少なく、主食であ

る米の自給率は約４割程度となっている。このため、長年、この地区では伝統的に換金作

物としてのケシ栽培が行われ、世界でも有数なアヘン・ヘロイン原料の一大生産地となっ

ている。これに対し「ミ」国政府は当該地区においてケシ撲滅運動を推進しており、また

2000年６月には第１特別自治区代表がケシ撲滅宣言を行ったことにより、ケシの栽培面積

は徐々に減少しつつあるが、荒地において乾期にも栽培できる高収益のケシの代替作物は

少なく、結果として住民生活は困窮し、生活環境は劣悪な状態が続いている。このような

状況から、我が国政府は 「ミ」国のケシ撲滅運動の展開に合わせて、技術協力としてケ、

シからソバへの転作を促進するソバ・プロジェクトを実施中で、シャン州コーカン地区に

おいて、派遣専門家を中心に積極的な活動を行っている。



コーカン地区の道路は、幹線道路といえども土道の区間がほとんどであり、本計画の対

象区間であるラウカイから先の道路約72kmは、地形的制約もあって整備が進んでおらず、

コンジャンへの唯一のアクセス道路であるにもかかわらず、雨季にあたる約６ヶ月の間、

普通乗用車での通行は不可能となる。降雨による道路状況の悪化に伴ない、車種に拘わら

ず通行不能となる日が頻発するため、唯一の公共交通機関であるバスの運行も、雨季には

運行が不定期になるだけでなく、運賃が割増になる。このようにコーカン地区の道路交通

の現状は、住民の日常生活および生産･経済活動に多大な支障を来たしている。このような

状況のもと 「ミ」国政府は、コーカン地区の農村インフラ整備として、コーカン地区における道路、

改修に係る無償資金協力を要請してきたものである。

この要請に対し、日本国政府は、国際協力事業団（JICA）による予備調査団を2000年10月に派

遣した。同調査において、先方の道路セクターにおける要請のうち、コーカン地区の重要路線で

あるラウカイ～コンジャン区間およびターシェータン～チャーシーシュ区間の道路改修が最優先

事項であることが確認された。同調査団の報告を受けて、基本設計調査団を平成13年３月５日か

ら６月30日まで「ミ」国に対し派遣し 「ミ」国側関係者と要請内容についての再確認、協議を、

行うとともに、プロジェクトサイト調査および関連資料収集を実施した。 帰国後、現地調査結

果に基づき、プロジェクトの必要性、社会･経済効果、妥当性について検討し、最適な計画に係

る基本設計および実施計画を提案した。これらを基にJICAは平成13年８月23日から９月９日まで

基本設計概要書の説明のため、調査団を再度同国に派遣した。

本計画の基本構想は、日本国側が、対象道路の道路改修を行うための道路建設用機材の調達と

機材の維持管理のための修理工場の建設、ならびに技術移転を目的とするパイロット事業として

特定区間の道路改修工事を実施し 「ミ」国側が、調達機材を使用して残りの区間の道路改修工、

事を実施するものである。計画の概要は次表のとおりである。

計 画 の 概 要

道路建設用機材の調達 舗装工事用機材を主体とする15ユニット

機材修理工場の建設 工場＋事務所、RCスラブ＋トタン屋根、敷地1,750m2

道路改修工事の実施 改修延長 71.64km（日本側10.04km 「ミ」側61.60km）、

（日本側負担分）

車道幅員 3.0m、一車線対面通行
3道路土工、31,228m

2浸透式マカダム舗装 31,732m
3石積土留工 練石積 46m

ﾍｱﾋﾟﾝｶｰﾌﾞ改良 7ヶ所

待避所 23ヶ所等

ｿﾌﾄ･ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ 計画書･マニュアル類の作成、講習会の開催、現場実地ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ



本計画を我が国無償資金協力により実施する場合、実施設計2.0ヶ月、工事／調達期間10.0ヶ

月が必要とされ、入札業務を含めた全体工期は約15ヶ月が必要とされる。本計画の総事業費は、

13.92億円（日本側負担分5.84億円 「ミ」国側負担分8.08億円）と見込まれる。、

本計画の直接効果として、以下の効果が期待されている。

・通年にわたる通行の確保

対象区間が舗装されることにより、雨季の約6ヶ月間はほぼ通行不能であった道路が通年にわ

たって供用可能となる。

・通行所要時間の短縮

現状では対象区間の通行に乾季の状態の良い時で４時間30分を要するが、走行性が向上するこ

とにより通年にわたって約３時間15分に短縮されることが見込まれる。

また、間接効果として以下の効果が期待される。

・車輌故障頻度の減少

急勾配の昇降を繰り返すことにより車輌のオーバーヒート等の故障が頻発しているが、路面の

平坦性と走行性の向上が得られることにより車輌の負担が軽減し、故障頻度を減少することが

出来る。

・域内流通量の増大

雨季においても道路の供用が確保されることにより、沿線の村落で開催されている五日市場で

の取扱品目及び流通量が増加すると予測される。

・沿線農民の生産意欲の増大

現金収入の手段である五日市場が上記理由により盛況となるに伴ない、沿線農民の生産意欲を

増大することが期待される。

・ケシ転作活動の促進

転換作物の導入を図る上で必要であった種子及び肥料の輸送が道路改修によって通年可能とな

るため、転作活動の促進に寄与することが出来る。

・域内移動費用の軽減

道路の走行性の向上にともない車輌運転経費が節減できるため、公共交通機関のバスと競合す



る乗合車輌が増加すると予測され、区間運賃の低下もしくは通年を通しての定額制が導入され

。ると見込まれる

本調査において計画されたプロジェクト内容は高度な技術を必要とするものでなく 「ミ」国、

においても一般的に普及しているものである。しかしながら、実務を担当する工事運営組織の運

営･維持管理能力を考慮し、ソフト・コンポーネントによる技術指導を行う。これにより、運営

・維持管理能力の向上が図られ先方負担による道路改修事業を確実なものと期待されるため、本

計画を実施するにあたって、先方の実施体制上、問題はないと判断される。

本計画は、前述のとおり本プロジェクトが広くコーカン地区住民の基礎的生活条件向上に寄与

し、多大な効果が期待されることから、本計画の一部に対して、我が国無償資金協力を実施する

ことの意義は大であると判断される。

本計画による効果発現・持続性確保のためには 「ミ」国側が必要な予算措置を行い、対象道、

路の改修工事（日本側施工のパイロット事業実施区間を除く）を遅滞なく実施し、修理工場、調

達機材及び改修される道路を適切に維持管理していくことが必要である。
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第１章 プロジェクトの背景・経緯

1-1 当該セクターの現状と課題

1-1-1 現状と課題

ミャンマー国（以下 「ミ」国と称す）は、全人口の約７割を占めるビルマ族を含め135、

の少数民族を抱える多民族国家である。これらの少数民族の居住区は、政治的、地理的な制

約から開発が遅れており、道路･電力等の重要な社会基盤ならびに教育･医療等の福祉施設が

整備されていないため、住民の生活水準は極めて低い状況にある。

特に、本計画地であるシャン州コーカン地区は、自治組織としての第一特別自治区

、（Special Region No. 1 (Kokang)）が設立され、中国系住民による自治が行われているが

中国、タイ及びラオスの国境付近の急峻な山岳地帯に位置するため、耕地面積は少なく、主

食である米の自給率は約４割程度となっている。

このため、長年、換金作物としてのケシ栽培が行われ、アヘン･ヘロイン原料の一大産地

となっていたが、当該地区における反政府活動が中央政府との和平協定をもって終結し、

「ミ」国政府のケシ撲滅運動が展開されていることと、2000年６月25日に第一特別自治区

代表（ポーチャーシン氏）による当該地域住民へのケシ撲滅宣言によって、けしの栽培面積

は徐々に減少している。しかしながら、荒地において乾季にも栽培できる高収益のケシの代

替作物は少なく、結果として住民生活は困窮したままであり、生活環境は劣悪な状態が続い

ている。

第一特別自治区は 「ミ」国政府側の行政区分で３つに分けられており、コーカン地区の、

区境に位置するチンスイホウ町区、第一特別自治区の中心であるラウカイ町区、北部地域の

コンジャン町区がある。同自治区の道路は、アジアワールド社が料金徴集を行いながら整備

運営しているコンロン～チンスイホウ区間を除き、幹線道路といえども土道のままの区間が

ほとんどであり、わずかにチンスイホウ町区とラウカイ町区を結ぶチンスイホウ～ラウカイ

間の約34kmとラウカイ中心部と中国国境を結ぶラウカイ～ヤンロンチャイ間の約10kmが舗装

されているに過ぎない。

特に、ラウカイから先の道路は地形的制約もあって整備が進んでおらず、本調査の対象道

路は、コンジャン町区への唯一のアクセス道路であるにもかかわらず、雨期には路面が泥濘

化し、わずかにタイヤチェーンを装着した車輌のみが通行している状況であり、一切の交通

が遮断される日も少なくないなど、しばしば地域が分断される原因となっている。このよう

に、コーカン地区の道路交通の現状は劣悪であり、住民の日常生活およびこの地区の生産･
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経済活動に支障を来たしている。

1-1-2 開発計画

本調査の受入機関である少数民族･国境地域開発省（以下、国境省）は、少数民族の居住

する地区の開発整備を目的として1992年に新設された省であり、その役割は以下の５つに集

約される。

・連邦および国家連帯の非分裂、州の主権の永続という目標に従い、国境地域の民族に対す

る社会･経済活動、道路、通信の開発整備

・民族の文化、文献および習慣の保護･育成

・民族間の友好の強化

・経済的事業の創設によるケシ栽培の完全撲滅

・安全保障の維持継続、法と秩序の普及、国境地域の地区平和と平静

国境省は管轄する14地区についてのマスタープランを1994年に策定し、2004年までの11年

間の開発計画を示している。

その計画の中で、ケシ栽培撲滅と収入源の転換について大きく取り上げており、耕作作物

の転換だけでなく、畜産、鉱業への転換や家内工業の導入を計画している。また、インフラ

整備、経済開発、教育･医療拡充の必要を重要視している。道路運輸セクターの開発予算は

全体計画の中の56％を占めており、重要であるとともに急務であることが伺える。

一方、中央政府、第一特別自治区、地域住民の三者で構成されるラウカイ地方和平開発委

員会により、2000年12月にコーカン地区の５ヵ年開発計画が策定されている。同計画でも教

育、医療、道路交通の改善が作物転換を柱とするケシ栽培撲滅のためのステップとして必要

であるとしている。道路部門の開発計画の中で最優先として挙げられているのが、本調査の

対象道路であるラウカイ～ターシェータン区間であり、2001年度にアスファルト系舗装に改

良することとなっている。また、対象道路の残りの区間ターシェータン～コンジャンについ

ては現状の敷石舗装に最善の補修を行って維持管理するとしている。コンジャンから先の道

路については、2003年度より3年計画で中国国境のホンアイまで敷石舗装を建設するとして

いる。

1-1-3 社会経済状況

本計画地のシャン州コーカン地区は、中国との国境を接するため、経済的には中国の影響

を受け、中国の物資が日常にあふれ、流通は中国通貨（元）が一般的に流通しており、一部
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の住民は中国標準時間で生活している。言語もコーカン語（マンダリン語に近い）が話され

ており、英語･ミャンマー語は一般住民には通用しない。また 「ミ」国の税制は適用されて、

おらず、第一特別自治区としての独自の税制が引かれ、自治区として独自の運用を行ってい

る。

なお、第一特別自治区の財収は、農民からの収穫量20％相当の税金、ラウカイ市での店舗

営業許可費、中国との国境貿易費等で成り立っているが、開発予算は特になく、道路建設や

発電所建設などの大型の公共事業は、受益者負担と民間投資、又は中央政府からの予算で実

施されている。

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要

「ミ」国の少数民族が居住する地区は、政治的･地理的な制約条件から開発が非常に遅れ

ており、基本的インフラ整備が行われていないため、生活水準が極めて低い状況にある。特

に、中国、タイ、ラオス国境付近に位置するシャン州コーカン地区においては、丘陵･山岳

地帯で耕地が少なく、主食である米の自給率が４～５割程度しかないため、換金作物として

ケシ栽培が長年行われ、アヘン･ヘロイン原料の一大生産地となっている。

近年「ミ」国政府のケシ栽培撲滅の努力により、ケシ栽培面積は次第に減少してきている

が、荒地において乾季にも栽培できるケシに替わる高収益の代替作物は少なく、また、農業

生産用資機材･農業生産物の輸送のための農業道路の整備不足ならびに生活改善に必要不可

欠な電化事業が遅れているため、結果として農家の生活は困窮したままであり、農村地域の

生活水準は極めて低い状況となっている。このため、同国政府は少数民族の生活水準向上と

ケシ撲滅を目的として、新たな換金作物への転換と、農業･農村基盤整備事業を行うケシ撲

滅プロジェクトを推進している。しかしながら、予算及び資機材不足のため予定通りに進ん

でいないことから、当該地区の農村インフラ整備（道路、電化）のための無償資金協力を要

請してきたものである。

このうち、道路改修については、予備調査において絞り込まれた内容の一部とし、要請内

容はラウカイ～コンジャン区間約63kmとターシェータン～チャーシーシュ区間約８kmの道路

改修である。これにより沿線住民の生活環境の改善が図られ、ひいてはケシ栽培撲滅のため

の代替作物の導入が支援される。

1-3 我が国の援助動向

我が国と「ミ」国は緊密で良好な関係を有し、独立後一貫して親日国であること、及び

同国の大きな開発ニーズを踏まえ、他の東南アジア諸国と並んで我が国援助の重点国の一つ
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として位置付けられていた。1988年の政変以降は一定の分野を除いて「ミ」国への経済協

力は実質上停止されていたが、1995年７月のスー・チー女史の自宅軟禁解除等に見られる事

態の進展を受け、上記方針を一部見直し、既往継続案件や民衆に直接裨益する基礎生活分野

の案件を中心に協力が実施されている。

本調査の対象地域においては、1998年に草の根無償で給水施設が建設されたほか、技術協

力としてシャン州北東部国境地域村落開発技術協力（そばプロジェクト）が実施されており、

地域住民の生活改善と麻薬関係作物の転作のために、そば栽培の導入･普及の活動を行って

いる。

そばプロジェクトの現在の活動最大中心地は、本調査の対象道路沿線のターシェータン地

区である。同地域では、2000年/2001年度のそば栽培の耕作面積をコーカン地区全体の耕作

面積（1,650エーカー）の約３割にあたる500エーカーとしている。５年後を目標として耕作

面積を 10,000エーカーに拡大したいとしている。耕作面積の拡大はコーカン地区北部のホ

ンアイ/マウタイ区およびコンジャン区が中心となる。表1-3-1にコーカン地区のそば栽培の

耕作面積と収穫高の予定を示す。

表 1-3-1 そば耕作面積と収穫高（予定 （2000年度））

耕作面積 収穫高（予定）

行政区 ﾋﾞﾚｯｼﾞﾄﾗｸﾄ エーカー （％） トン （％）

ﾎﾝｱｲ/ﾏｵﾀｲ区（紅星区） ﾎﾝｱｲ/ﾏｵﾀｲ 100 6.1 20 6.1

ｺﾝｼﾞｬﾝ区（興旺区） ｺﾝｼﾞｬﾝ 100 6.1 20 6.1

ﾀｰｼｪｰﾀﾝ区（西山区） ﾀｰｼｪｰﾀﾝ（ﾁｬｰｼｰｼｭ村 500 30.3 100 30.3

落郡を含む）

ﾊﾟｼﾝｼﾞｮｳ区（東山区） ﾐﾝﾂｰｼｬﾝ 50 3.0 10 3.0

ﾊﾟｼﾝｼﾞｮｳ 250 15.2 50 15.2

ﾀｳｼｪｰ 100 6.1 20 6.1

ﾁﾝｼｭｲﾎｰ区（清水河区） ﾛﾝﾀﾝ 400 24.1 80 24.1

ﾁﾝｼｭｲﾎｰ 100 6.1 20 6.1

ﾗｳｶｲ直轄区（老街区） ﾅﾘ村 50 3.0 10 3.0

合 計 1,650 330

<出典：JICAそばプロジェクト>

そばの種子･肥料の発送および収穫作物の集荷は６トントラックにて輸送しているが、輸

送経路である道路の状況は極めて劣悪であり、特に、雨季（８月）に発送する種子･肥料の



1 - 5

輸送は極めて困難な状況にある。このように、同プロジェクトを支援する意味において、対

象道路の改修は非常に重要である。

（注：コーカン地区の行政区分は 「ミ」国政府側では３町区に、第一特別自治区側ではラ、

ウカイ直轄区を含めた６区に分けられる）

そばプロジェクトのコーカン地区における2000年度の作付実績を図1-3-1に、実施フロー

を図1-3-2に示す。

1-4 他ドナーの援助動向

国連薬物統制計画（UNDCP）が計画対象地域にて活動している唯一の機関であり、これま

での道路部門での援助実績を下記に示す。

2000/2001年度 キンピハウ橋（L=21m） US$ 28,000

チーカイホウ橋（L=18m） US$ 20,000

但し、上記援助は建設資金の一部を援助しているに過ぎず、橋梁の建設資金は第一特別自

治区側が負担している。また、1999/2000年度以前では道路部門への援助実績はない。
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現地側要請の収集・取りまとめ

・現地情報のシェア

栽培地および面積の決定

・輸出量の決定

種 子 の 確 保

種子の増殖

８月 種子・肥料の発送

・適宜そばプロジェクトから技術支援、
モニタリング

８～12月 実 施（農家による栽培）

11～12月 価 格 決 定

12～１月 集 荷

１～２月 選別・調整・袋詰

２月 輸 出

（注）実施時期は、2000／2001年の実績による。

図 1-3-2 そば栽培の時系列およびフロー
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況

2-1 プロジェクトの実施体制

2-1-1 組織・人員

本調査の「ミ」国側の受入機関は、少数民族国境地域開発省であり実施機関は同省民族

国境地域局（以下、国境省と称す）である。国境省は1992年に設立された省であり、少数民

族が居住する国境地域の17の地区を管轄している。本調査の対象地域であるコーカン地区も

その中の一つであり、中心地のラウカイに同省の地区事務所がある。国境省の組織図を

図2-1-1に示す。

国家平和開発評議会（SPDC）

民族国境地域開発中央委員会

民族国境地域開発運営委員会

少数民族国境地域開発省 受入機関

実施機関

民族国境地域局 教育訓練局 開 発 局

小委員会 地 区 運 営 委 員 会

・道路橋梁 ・鉱業 ・カチン州 ・チン州

・運輸 ・公的関係 ・北シャン州 ・ラキネ州

・保健 ・通信 ・東シャン州 ・モン州

・教育 ・住宅 ・シャン州 ・カイン州

・農業 ・財務運営 ・カヤア州

・林業 ・会計検査 ・サガイン地方

・畜産 ・宗教 ・タニンタリイ地方

・交易 ・社会保障

・エネルギー・家庭

町 区 運 営 委 員 会

図 2-1-1 国 境 省 組 織 図

国境省が開発事業を行う際は、小委員会を設けて実施することになり、人員はその

セクターに詳しい専門家を他省庁から出向させる形で組織される。このため、本計画

が実施となった場合には、国境省は道路・橋梁小委員会に必要な人材を配置し、対象
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地域であるコーカン地区に道路改修工事のための運営組織を設ける。また、同委員会

は同局の地区事務所と連携を取りながら運営されるほか 「ミ」国中央政府、第一特、

別自治区、同地区住民から構成されるラウカイ地方和平開発委員会による助言を通し

て第一特別自治区側との意思疎通を図る。本計画実施時のプロジェクトの運営組織と

各機関の関係を図2-1-2に示す。

民族国境地域局

工事運営組織

同局コーカン 道路・橋梁 ラウカイ地方

地区事務所 小委員会 和平開発委員会

「ミ」国中央政府 地区住民 第一特別自治区

図 2-1-2 工事運営組織および各機関の相関図

2-1-2 財政・予算

実施機関である国境省がプロジェクトの予算措置を行う。国境省が策定した2001／

2002年年度から2005／2006年度までのコーカン地区の開発計画における予算計画を表

2-1-1に示す。

表 2-1-1 コーカン地区の開発予算計画

単位：千チャット

項 目 予算年度 01／02 02／03 03／04 04／05 05／06 計

道路・橋梁 80,000 82,000 78,000 72,000 86,000 398,000

公共施設 学校・病院 24,455 16,910 20,910 20,455 16,455 99,185（ ）

通信設備 6,850 7,930 7,930 4,910 4,910 32,530

農業関連 16,632 5,932 191 18,206 719 41,680

社会福祉 8,200 8,200

計 136,137 112,772 107,031 115,571 108,084 579,595

（出典：国境省マスタープラン1994）

この中で本調査の対象区間であるラウカイ～コンジャン間の道路改修についても予

算計画が示されており、2001／2002年度から2005／2006年度の予算合計を米ドル換算

した推測値は約707万米ドルである。
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2-1-3 技術水準

前2-1-1節で述べたとおり、本計画が実施となった場合には道路・橋梁小委員会が

カウンターパートとなる。また、日本側協力事業の終了後には同小委員会が継続して

道路改修工事を実施することになる。道路･橋梁小委員会に配置されるスタッフのう

ち土木技術者は建設省からの出向者となるため 「ミ」国建設省の技術水準を考えた、

場合、その技術水準は必要な水準に達しているものと判断される。しかしながら、新

たにスタッフの編成が組まれることを考慮して、本調査では、ソフト･コンポーネン

トの導入を検討し、同小委員会の技術水準･運営能力の向上を図ることとした。ソフ

ト・コンポーネントの詳細については後節3-2-4-7で述べる。

2-1-4 既存施設・機材

国境省は、道路･橋梁小委員会に人材を配置し、コーカン地区に道路改修工事のた

めの運営組織を新たに設置することになるため、機材・修理工場等は現在保有してい

ない。

調査対象道路は、現在も一車線道路として供用されているが、路面状況を含め、状

態は劣悪である。路面は一部急勾配箇所に極部的にアスファルト系舗装が施されてい

るものの、ほとんどの区間は敷石舗装もしくは土道であり、不陸が激しい。排水設備

としては、山側に素掘り側溝が設けられているが、側溝に適切な勾配が与えられてい

、 、 、 、ない 路面高との調整がない 流末処理がされていない等 ほとんど機能しておらず

横断排水にいたっては皆無に等しい。雨季においては山側斜面の崩壊と路面の泥濘化

。 。によってほとんど通行不能の状態となる 調査対象道路の現状の詳細を資料８に示す

2-2 プロジェクト・サイト及び周辺の状況

2-2-1 関連インフラの整備状況

本調査の対象道路沿線のインフラ整備状況は極めて遅れている。中心村落であるタ

ーシェータン、シャオカイおよびコンジャンの市街地には配電設備があり、ターシェ

ータンについては一応24時間配電されているが、シャオカイとコンジャンについては

独自の発電機を使用しているため夜間のみの配電に留まり、その他の村落においては

一切電力供給がなされていない。
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上水道設備はターシェータンに整備されているのみであり、ほかの村落では沢水、

雨水、溜水を利用し、婦女子が水汲み労働に従事している。下水道設備は全く整備さ

、 、 、 。れておらず 生活排水のみならず 糞尿も垂れ流しにされているため 悪臭がひどい

このように村落の衛生状態は劣悪である。

各村落へのアクセス道路は、車両の通行できる道路も少なくないが、ほとんどは踏

み固めただけの杣道である。車両が通行できる道路にしても路面は土道であり、雨季

には通行できなくなる。

公共施設としては、各中心村落に村落住民によって経営されている学校（中国語学

校）があるが、医療施設は民間の個人診療所が有るのみで、入院を必要とする重病患

者はラウカイの病院まで出て来る必要がある。

2-2-2 自然条件

(1) 地形および地質

対象道路は山岳道路であり、急峻な山腹を縫うように走っている。道路の標高差は盆地

に位置する始点のラウカイの標高940ｍに対し、中間地点付近に位置する区間最高点の

2,030ｍ、シャオカイに近い48km地点に位置する区間最低点の620ｍ、終点のコンジャンの

1,580ｍと大きく昇降しており、特に 35km地点からシャオカイ集落までの区間では一挙に

約1,200ｍの標高差を昇降することになる。

山の地質は石灰岩と泥岩および粘質土層から構成されているが、基本的に岩質であり、

深い谷と切り立った斜面が続く。このため、現道の線形は地形によって制約を受け、ヘア

ピンカーブが多用されているほか、道路幅員も極めて狭く、現道の縦断線形には15～20％

。 、 、の急勾配箇所が多い 岩肌が露出している区間がある一方 斜面を浅く切り込んだだけで

切土法面に上層の粘質土層が露出している区間が多く見られる。この粘質土層は道路建設

時にほぼ垂直に掘削されているため、風化および雨水による浸食等により小規模な崩落を

起こしオーバーハング気味に切り立っているほか、地滑りを起こしている箇所も多々見ら

れる。

(2) 気 象

「ミ」国はモンスーン地帯に属し、５月から10月の雨季と11月から４月の乾季に分か

れている。調査対象地区であるコーカン地区においても同様の傾向が見られ、雨季と乾季

の区別がはっきりと現れる。現地調査において収集したラウカイにおける過去３年間の降

雨記録によると、平均年間降水量は1,440㎜であり、降雨は雨季に集中している。気温に
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ついては、聞取り調査の結果、０℃を下回ることもあるようだが、降雪は無いとのことで

ある。この時期は乾季に当たり、降雨が無いことを合わせて考えると、設計あたって路面

の凍結を考慮する必要は無い。表2-2-1にラウカイ市内の降雨記録を示す。

表 2-2-1 ラウカイ市内の降雨記録（1998年～2000年）

(3) 水 理

対象道路は山腹を通過しているため、幾つかの沢地を除き、河川の横断はシャオカイ集

落端の一箇所のみである。この地点にはコンクリートアーチ橋が架けられており、現橋の

状態は床版と高欄に損傷が見られるものの、構造的には健全であるため、本計画において

特に検討を必要とする事項はない。一方、灌漑水路を横断する箇所が幾つかあるが、木板

を渡しただけのものなどが多く、横断構造物の設置が必要である。

石灰岩系地質の特徴である水抜け現象は各所に見られ、雨水等の流水が石灰岩の割れ目

に流れ落ちて消えてしまったり、他の地点に噴出していたりするため、横断排水構造物の

計画を行う際の流量設定には注意が必要である。

2-2-3 その他

(1) 交通環境

現道はコーカン地区の主要村落であるラウカイ、ターシェータン、コンジャンを結ぶ唯

、 。一の道路であり 現地調査で実施した交通量調査から推定される日交通量は270台である

乾季における始点のラウカイから終点のコンジャンまでの63.9kmの所要時間は、一般車輌

で約４時間30分であり、平均時速にして約15km/hである。しかしながら、前述のように縦

断勾配が厳しく、多くの車輌がエンジン負荷過多によるオーバーヒートを起こすため、各

々冷却水を携帯して走行している状況である。車重のある貨物車輌においてはさらに故障

年 月 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 合 計

降雨量 － 14.0 56.4 57.9 106.2 276.1 390.4 352.3 132.6 49.8 11.9 － 1,447.6年

（㎜）８
９

降雨日 － ２ ５ ８ ８ 14 25 20 ７ ４ ２ － 95９

（日）１

降雨量 － － － 51.6 274.1 123.2 205.7 277.4 302.8 95.5 104.1 － 1,434.4年

（㎜）９
９

降雨日 － － － ６ 19 11 17 25 15 ８ ７ － 108９

（日）１

降雨量 － 23.9 30.0 80.0 289.8 163.1 198.9 311.2 167.9 192.3 － － 1,457.1年

（㎜）０
０

降雨日 － １ ４ ７ 13 19 16 16 15 11 － － 102０

（日）２

＜出典：第１特別自治区資料＞
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発生の頻度が高く、しばしば道路を塞ぐ要因になっている。

雨季においては、路面の泥濘化によるスリップが発生するため、通行車輌はタイヤチェ

ーンを装着もしくは携帯している。天候によってはタイヤチェーンを装着していても通行

が不可能となる状況が頻繁に発生するため、雨季における交通量は天候の良い日に集中し

て発生する。

公共交通機関としては、小型バスが運行されているほか、不定期に乗合トラックも運行

されている。乾季と雨季ではバスの運行数および運賃に大きな差があり、地域住民にとっ

て、雨季の移動は負担の重いものとなっている。以下に聞取り調査によるバスの運行状況

を示す。

バス運行状況/運賃 乾 季 雨 季

ラウカイ～ターシェータン 10～15台/日 10元 ５～６台/日 15元

ターシェータン～シャオカイ １～２台/日 20元 ０～１台/日 30～40元

シャオカイ～コンジャン １～２台/日 10元 ２台/５日 10～20元

注）雨季の運行は天候によって不定期。運賃も道路状況によって変動する為、上記運賃はあくまでも平均

的な目安。

ターシェータン～チャーシーシュ間においては、小型バスの運行は無く、小型トラック

による乗合が不定期に行われている。雨季には、ほぼ全期間において車輌の通行は不可能

となる。

この地区の交通特性として、タクシーとして使われている普通乗用車、ほとんど乗用と

、 、 、して使用されているピックアップトラック ワゴン型４輪駆動車の高速車両と トラック

（ ） 。耕耘機のエンジンを使用した改造トラック 通称トラジ の低速車両の混在が挙げられる

また、市場開催日には人･物の移動が発生し、バスの運行本数、乗合トラックの台数も増加

するほか、これらの交通手段を用いない歩行者の数が飛躍的に増加する。

(2) 道路環境

対象道路は一車線の対面通行であり、道路幅が十分に確保されていない為、対面交通の

。 、 、 、すれ違いに苦労する また 道路幅員･道路線形の制約上 大型車輌の通行は不可能であり

６トン貨物車が通行できる車輌の上限である。

雨季には、切土法面に露出している粘質土層が崩れて路面を覆う現象が起こる。比較的

大規模な崩落が起きた場合には道路を塞ぎ、通行止めとなってしまう一方、非常に小さい

規模の崩落であっても、路面を泥濘化させてしまうため、スリップを誘発している。これ

は、一般車輌の通行を困難にするだけでなく、車の挙動操作を失わせる非常に危険な状況

であり、衝突事故、転落事故の要因となっている。このような車輌の転落事故は毎年報告

されており、死傷者も発生している。一方、乾季においては、この粘質土が乾燥して土埃

となり舞い上がる現象が起こるほか、山林の山焼きによる煙、煤とあいまって、乾季に発
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生するスモッグの要因になっていると考えられる。

対象道路はコーカン地区の幹線道路であるため、各村落への接続道路や農道等の接続道

路が多く、各村落にとっては日常生活及び生産活動を行う上での生命線となっている。道

路に面して拡がる村落も多くある。



第３章

プロジェクトの内容
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第３章 プ ロ ジ ェ ク ト の 内 容

3-1 プロジェクトの概要

「ミ」国政府にとり、中国・ラオス・タイ国境地帯におけるケシ栽培は大きな課題であ

る 「ミ」国政府は、これらの地域で自治活動を行っている自治政府との和平協定をもとに、。

中央政府機関の配置を行うとともに、ケシ栽培撲滅のための活動を行っている。本計画の対

象地域で自治活動を行っている第一特別自治区は 「ミ」国政府のケシ栽培撲滅に同調し、、

代替作物への転換、農村整備を進めているが、農家の生活は困窮したままであり、栽培面積

は減少しているものの、依然ケシ栽培がおこなわれている。

この状況に対し、国境省より無償資金協力の要請があった「麻薬抑制のためのコーカン地

区開発計画」は、ケシ栽培撲滅の推進を目標（上位目標）としており、村落給水設備、小水

力発電施設、灌漑施設および道路維持管理機械を整備するとしている。また、我が国の技術

協力である「シャン州北東部村落開発技術協力」が実施中であり、本計画の対象地区である

コーカン地区においても、ケシの代替換金作物として、そばへの転作促進活動を行っている。

これらの取り組みの中で、本計画は、地域住民の生活および農業生産活動に密着した道路

の改修と電化による村落の生活水準の向上を通して同地区の生活環境の改善を図り、ケシ栽

培撲滅のための代替作物の導入を支援することを目標（プロジェクト目標）とする。

上記目標の達成のために、本計画は、同地区の社会基盤整備の中でも特に遅れている道路

セクターの中で、最も重要な路線であると位置付けられているラウカイ～コンジャン間およ

びターシェータン～チャーシーシュ間の道路改修を行うこととしている。これにより、コー

カン地区の道路が整備され、雨季においても通行に支障のない道路を地域住民に提供するこ

とを期待されている。

本調査においては、道路改修が行われ全天候型道路が提供されるという成果の発現のため、

調査対象道路の道路改修工事を実施する施設建設型案と、道路改修に必要となる建設機械を

供与する資機材供与型案の両面から検討がおこなわれた。その結果、協力対象事業は、道路

改修を行うための道路建設用機材の調達を行う一方で、実施機関の工事実施能力の補完を目

的とするパイロット事業として、選定区間の改修工事を実施することとする。
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3-2 協力対象事業の基本設計

3-2-1 設計方針

(1) 基本方針

道路改修部門に関する「ミ」国政府の要請内容は、道路維持管理機械の供与（約71万

米ドル）であった。しかし、平成12年度に実施された本計画の予備調査において、本計画

を施設建設型案件として実施することの必要性が確認されたほか、国境省との協議におい

て、要請内容は建設機械供与に限定されたものでなく、我が国の無償資金協力で道路改修

を行って欲しいとの要望を受けている。

道路改修部門における当初の調査方針は、一般事項を除き、以下の３点に要約される。

① 雨季においても支障なく通行できる道路とすることが改修の目的であるため、通行上

の特段の支障がある区間につきプライオリティを付し、我が方の協力内容を検討する。

なお、右協力内容については、必要最小限のものとする。また、舗装については、砂

利舗装、浸透式舗装について比較検討し、改修目的を達成できる仕様を検討する。

② 橋梁改良は調査対象外とする。

③ 道路維持管理機材については、道路改修後の維持管理に必要な最低限の機材内容とす

る。

第一次官側ミッションにおいて、上記調査方針を国境省、第一特別自治区およびラウカ

イ地方和平開発委員会に伝え協議した結果、本調査の対象区間は、ラウカイ～コンジャン

間およびターシェータン～チャーシーシュ間の内から選定された区間につき部分的に道路

改修を行うことで合意された。

しかしながら、現地調査において行った通行支障箇所の現況調査の結果、対象道路は全

線にわたって劣悪な状況にあり、雨季においても支障なく通行できる道路とするという改

修目的を達成するには部分的な改修では対応できないとの判断を得た。これに関し、道路

改修の技術的必要性と上位計画・関連プロジェクトとの整合性の両面について日本側関係

機関と協議し、区間全線を調査対象とすることとした。

第二次官側ミッションにおいて、調査対象区間が再度確認されたほか、第一特別自治区

より要請のあった道路維持管理機材の調達について、本調査の検討事項とすることが確認

された。
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これに続く国内解析において、協力対象事業を施設建設型の道路改修工事の実施とする

案と資機材供与型の道路建設機材の供与とする案の両面から検討した結果、本計画では、

実現可能な折衷案として、一部区間を施設建設型の道路改修工事をパイロット事業として

実施し、その後、供与する道路建設機材で先方で工事を実施する計画を提案した。

概要説明調査において上記提案を説明し、協議を行った結果、実際機関を従来の第一特

別自治区より国境省の民族国境地域局に変更することで先方政府の合意を得た。

本基本設計の基本方針を以下に示す。

道路改修方法

対象道路全線71.64kmのうち、ラウカイを始点とする10.04㎞区間（CH-2km+543～CH7km+

497）についてのみ日本側負担で改修工事を実施し、残りの区間61.60㎞については

「ミ」国政府が予算措置を行い、自ら改修工事を行うものとする。この際 「ミ」国側、

が行う工事に必要となる建設用機材は、本計画を請負う日本の施工業者が調達を行い、日

本側負担工事完了時に整備を施し、実施機関に引渡すこととする。

道路改修の規格は、日本側負担工事および先方負担工事ともに同等であると仮定し、以

下に述べる基本設計に則り工事を行うものとして考える。

日本側負担工事

日本側負担で実施する道路改修工事は、先方実施機関に対する技術指導を目的としたパ

イロット事業であり、日本側負担で工事を実施する際には先方実施機関の人員を参加させ、

技術移転を図る。

機材投入計画

先方実施機関は道路・橋梁小委員会に必要な人材を配置し、対象地域であるコーカン地

区に道路改修工事のための運営組織を設けると同時に、道路機材の運用維持管理を行うこ

ととなる。

このため、建設用機材の点検整備および修理が適切に行われるよう、日本側負担工事の

中で修理工場の建設を行い、工事実施中には日本の施工業者が修理工場の運営･管理を行

うとともに、先方運営組織の整備士を雇用して教育･訓練を実施することとする。また、

本体工事においても先方運営組織の技術者･運転手･労務者を参加させ、工法の修得ならび

に施工管理手法の訓練を行うこととする。
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(2) 設計方針

前節2-2-2および2-2-3に述べた基本的条件を十分に考慮した上で、本計画において実施

される道路改修の適切な規模・規格を検討し、本基本設計における設計方針を以下のとお

り設定した。

機材の選定

先方負担で実施する工事は、日本側負担で実施する工事と同規格で行うものと仮

定することから、本調査で選定する機材は、日本側負担工事の事業費積算の際に設

定した機材と同種同規格のものとする。また、先方実施機関の許容能力を勘案し、

工事実施が可能な最低限の機材内容とし、各機材の数量は、各工種で必要となる機

材１編成分とする。

設計基準

対象道路はコーカン地区の幹線道路と位置付けられているが、日交通量および需要交通

の傾向を考慮し、日本の林道規定を準用することした。道路クラスは林道規定１級（道路

構造令第３種第５級に該当）を基本とするが、過剰な設計にならないよう道路クラスにと

らわれず柔軟に対応する。

道路平面線形

現道は山岳地の中で地形的制約を受けており、建設当時より線形要素は与えられていな

い。対象道路には小半径や視距の足りない曲線部などが点在しているが、これらの平面線

形を改良することは、地形的制約により実質的に難しい。このため、平面線形は原則現道

中心線に沿ったものとし、線形要素は与えない。しかしながら、改良の必要があり、かつ

地形的にも問題の無い箇所についてはこの限りでない。

道路縦断線形

、現道は峠越えをするために平均的に縦断勾配が急であるが、道路延長が変わらない以上

平均的な縦断勾配は変えることが出来ない。しかしながら、急勾配を走行することによる

車輌のオーバーヒート等の故障の原因を最小限に抑えるため、ヘアピンカーブ等の部分的

、な急勾配箇所や縦断線形が波打っている箇所等は改良を加えて走行性の向上を図る。また

縦断曲線を導入し、視距の確保と車輌の急激な駆動･制動の抑制に努める。

横断構成

現道は地形に沿って山腹を切り開いたものであり、道路幅員は一定していないものの基
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本的に1車線道路である。地形的に切り立った斜面が多いため、必然的に現道の幅員も狭隘

区間が多く、側溝・路肩を含めた全幅が3.6ｍ程度の区間もある。道路構造令においても１

車線道路は認められており、車道幅員4.0ｍ（特例値3.0ｍ）と規定されている。本調査に

おいては 「当該道路の計画交通量がきわめて少なく、かつ、地形の状況その他の理由によ、

り已を得ない場合において」という特例を準用し、車道幅員3.0ｍを採用する。但し、幅員

確保がきわめて困難な場所においては、局所的に車道幅員2.5ｍを適用する。

路肩幅員は、林道規定において0.5ｍ（特例値0.25ｍ）と規定されている。また、保護路

肩の幅員は0.5ｍ以下で必要最小限と規定されている。本調査においては路肩＋保護路肩

0.8ｍを標準とし、すれ違いや追い越しの利便を考慮して、現地形に合わせて適宜拡幅・縮

小を行うこととする。

曲線部における片勾配については、走行速度が低いことと路面排水を促すために設置し

ないこととする。また、拡幅についても最大車輌が６ｔ貨物車であることと走行速度が低

く交通量が少ない現状を考慮すると、拡幅の必要性は低いと判断される為、設置しないこ

ととする。但し、対象区間に点在する60箇所のヘアピンカーブにおいては、現在において

も走行が困難であるため、２％の片勾配と車道拡幅を行って、走行性の向上を図る。

路面排水を促がす横断勾配は、アスファルト系舗装区間では２％、砂利舗装区間では

３％とする。

設計速度

対象道路始点のラウカイから終点のコンジャンまでの約64㎞区間の乾季における高速車

両による所要時間は約４時間30分であり、平均速度は約15㎞/hである。道路構造令による

規定では、設計速度40㎞/h～20㎞/hと定められており、現道の線形及び計画幅員構成を考

慮して、20㎞/hを採用する。

待避所

本調査の計画道路幅員は１車線であるため、すれ違いのための待避所の設置が必要とな

る。林道規定においては待避所間隔500ｍ以内と規定しているが、地形的な制約により、本

計画において500ｍ毎に待避所を設置することは実質的に難しい。このため、本調査におい

ては、現地形に合わせて適宜設置することとし、平均600～700ｍ間隔を目安とする。

舗装構造

対象道路の平面線形は曲線部の連続であり、縦断線形には急勾配箇所が多く存在する。

車輌の走行においてこれらの箇所は制動と駆動を行う場所であり、集中的に舗装に負荷が

かかる場所でもある。このため、現道の敷石路面においてもこれらの箇所の敷石が離散し
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て路面の不陸が進行し、いっそう車輌の走行を困難にしている。このような道路状況を考

慮すると砂利舗装の採用は適切とはいえない。さらに、切土法面の粘質土が路面に崩落し

て起こる路面の泥濘化を考えた場合、現状の敷石路面や砂利舗装では泥濘土の除去作業を

行うことに伴ない路面を損傷させてしまうことになる。

一方で、施工時には交通開放を行ないながら工事を行うことが要求される為、コンクリ

ートの養生期間が必要なコンクリート舗装は事実上施工不可能である。これらの状況を考

え合わせた結果、既存交通への影響を最小限に留めることが出来るアスファルト系舗装で

ある簡易舗装の浸透式マカダム舗装を採用することとする。

ターシェータン～チャーシーシュ間の支線道路については、線形的に比較的穏やかであ

り、交通量が少ないことから、砂利舗装で対応することとする。但し、縦断勾配が厳しい

区間については、部分的に幹線同様のアスファルト系舗装を施すこととする。

排水構造物

現道には小規模な土側溝や木製の簡易な暗渠の設置が見られるが、それらのほとんどは

、機能しておらず、道路路面上を表面水が流下もしくは横断する現象が見られる。そのため

現道敷石路面には流下水によるガリ浸食が見られ、路面の不陸を著しく進行させている。

本計画においては、土側溝の設置を基本とし、縦断勾配3％以上の急な箇所においてはコン

クリート側溝を採用するとともに、横断排水構造物として翼壁を有するパイプカルバート

を設置して、路面排水を促がす。

湧水地・沢地を横断する箇所は、集水面積が小さい為に水量が少ないものの、流下水が

集中する。このため、地形および流量を勘案したうえで、暗渠とスピルウェイ構造を併用

して設置する。

灌漑用水路が横断している箇所は、現水路高にパイプカルバートを設置して、灌漑施設

への影響を排除する。

橋 梁

対象道路沿線には、唯一シャオカイ集落端にコンクリートアーチ橋が架けられており、

、現橋の状態は床版と高欄に損傷が見られるものの、構造的には健全である。しかしながら

床版は鉄筋が露出している状況であり、簡易な補修として床版コンクリートの打足しを行

う必要があるほか、橋梁の幅員が狭いので、通行車輌の転落防止のために誘導施設として

。機能する高欄の補修が必要である。この他に新たに橋梁を架設する必要のある箇所は無い

法面防護

現道の山側斜面のうち粘質土が露出している区間の切土法面勾配は１：0.2～0.3となっ

ており、オーバーハングとなっている場所もある。これらの粘質土が小規模な崩落を繰り

。返して路面を覆う現象を起こしているほか、地滑りを起こしている箇所も数多く存在する
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粘質土の適正切土勾配は１：0.8～1.2と言われており、現道の切土勾配では地滑りがどこ

で起きても不思議ではない。しかしながら、現道の切土法面全てを適正勾配まで下げるこ

とは、地形的に難しいことと工事量が飛躍的に増加してしまうことから、本計画の方針か

ら外れてしまうことになるため、本計画においては、現状切土法面の整形に留め、オーバ

ーハング箇所の土砂を除去することとする。但し、道路幅員確保の為に新たに切土する場

合には、１：0.8の法面勾配を確保することとする。地滑りを起こしている箇所については、

。崩落土の除去を行うとともに腰石積みを設置して、側溝および路面を保護する構造とする

谷側斜面においては、流下水によるガリ侵食が進行している箇所があるほか、山側切土

法面同様にオーバーハング箇所が存在する。これに対し、本計画においては、山留石積み

を設置して道路幅員を確保するとともに、谷側斜面の法面整形を行う。

付帯設備

対象道路はコーカン地区の幹線道路であり、接続道路が数多く存在している。また、沿

線には公共施設および家屋が点在するとともに農耕地が隣接しており、地域住民への利便

性への配慮が必要である。道路の接続部には排水パイプを設け、路面のすりつけを行って

スムーズな接続を図る。

現道は急峻な山腹を通過しており、道路谷側は急斜面と深い谷となっている区間が非常

に多い。車両の転落による死傷事故も毎年報告されているが、ガードレール等の転落防止

設備は一切設置されていない。日本の防護柵設置基準に則って設計した場合には、ほぼ全

線に渡ってガードレール等の防護柵を設置しなければならない。しかしながら、これは本

計画の方針を大きく逸脱してしまう為、本計画においては、視線誘導の役割を果たすガイ

ドポストを設置するに留める。但し、局所的に車道幅員2.5ｍを適用する区間においては、

ガードレールを設置することとする。

3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画）

3-2-2-1 機材計画

先に述べたとおり、実施機関により行われる対象道路の改修方法は、浸透式マカ

ダム舗装である。本調査の対象道路71.64kmのうち、日本側負担工事区間を除く

61.60kmに関し、実施機関が独自の予算措置、技術、人員をもって、建設用機材１編

成を用い年間施工距離10.24km、施工6.02年を目標に浸透式マカダム舗装を実施・完

了させるために必要な機材の検討を行う。

(1) 機材の選定

計画対象道路の一般道路施工区間以外の特殊施工区間は以下のとおりである。
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・ヘアピンカーブ区間 ・山側拡幅区間 ・谷側拡幅区間 ・縦断急勾配区間

・幅員狭隘区間 ・谷側路肩土留石積区間 ・山側法尻腰石積区間

・良質土置換区間 ・湧水区間 ・灌漑用水路横断区間

これら直接工事で使用される機材の他に、骨材･路盤材を生産するプラントで使

用される機材が今回の道路改修工事には必要となる。

骨材生産プラントを含む各施工区間で必要となる機材を表3-2-2-1に示す。この

表より、対象道路を浸透式マカダム舗装で施工するために必要な機材の機種は、以

下のとおりである。

・モーターグレーダー ・振動ローラー ・タイヤローラー ・バックホウ

・アスファルトディストリビューター ・散水車 ・中型ダンプトラック

・小型ダンプトラック ・骨材生産プラント ・ホイールローダー

・大型ブレーカ
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機材の仕様(2)

機材の基本仕様を検討するに際し、留意した点は次の通りである。

・特殊施工部を除き、現在の道路断面、幅員に沿った改修を効率よく行う。

・オペレーターの技量を考慮した大きさ。

・機材の維持管理に関し、極力負担にならない大きさ。

・機動性がある。

。これらをもとに、適切と判断される基本仕様とその判断理由を表3-2-2-2に示す

表 3-2-2-2 機材仕様の検討

機 材 名 基 本 仕 様 理 由

設計道路幅、および現道状態よりﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞｰ ﾌﾞﾚｰﾄﾞ長さ3.1ｍ

最小ﾌﾞﾚｰﾄﾞ長機種で対応可能

砕石締固め効果、現道の勾配を考慮振動ﾛｰﾗｰ ６～７ton、ｼﾝｸﾞﾙﾄﾞﾗﾑ

舗装面の平坦性を確保するために必ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ ８～15 ton

要な最小仕様

ｍ 機動性、作業効率を考慮した仕様ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45 、ﾎｲｰﾙﾀｲﾌﾟ３

Asﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ 散布量、現道の勾配、機動性を考慮4,000㍑ 積載

現地で一般的に使用されている機種中型ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ ６ton積載

多目的用途に対応可能な仕様小型ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ ２ton積載

機動性、作業効率を考慮した仕様散水車 6,000㍑ ﾀﾝｸ

工事量を考慮した最小仕様骨材生産ﾌﾟﾗﾝﾄ 30ton/h

ｍ 中型ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸとの整合性を考慮しﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ 1.2 ３

た最小仕様

ﾊﾞｯｸﾎｳに装備し、岩掘削を行う大型ブレーカ 700㎏級

(3) 機材の必要台数

前項で示した仕様の機材を用い、計画年数で道路修復工事を完了させるために必

要な機材台数の検討を次に示す。台数算定にあたっては、建設機械等損料算定表、

および国土交通省土木工事積算基準を用い行う。

台数算定の手順は次のとおりである。

① 本計画の年間設定施工延長10.24kmと、建設機械等損料算定表に示される年間標

準運転日数より、各々の機材の１日当り標準施工延長を求める。
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② 路肩を含む道路幅を4.6m、下層路盤、上層路盤高さをそれぞれ0.1m、0.15mとし、

１日当り標準施工延長から、各々の機材の１日当り標準施工量を求める。

③ 土木工事積算基準に示される１日当り標準施工量と、項目②で求めた本計画の標

準施工量を比較し、機材必要台数を求める。

この算定手順にもとづき、１編成の機材必要台数を求めた結果を表3-2-2-3に示

す。

(4) 予備部品

本来、維持修理費は実施機関が負担すべき事項であり、これに含まれる部品

についても実施機関が手配すべきと判断される。しかし、実施機関の機材維持

管理費の負担軽減をできるだけ考えて、道路修復工事期間内に必要となる部品

でありその期間にほぼ消費されると思われるものについて、本計画における日

本側負担として選定する。その対象となる部品は、定期点検時に交換が必要と

なる部品および部品損耗量が激しいエッジ､トゥース､およびビット類であり、

機材費の10％を予備部品費として設定する。

これらの部品を定期的に交換することで、機材の内的要因による故障は未然

に防げ、道路修復工事が計画どおりに実施可能になると判断される。その他、

機材の外的要因（運転操作ミス、事故等）による故障で必要となる部品は、実

、施機関の責任において調達するべきであると判断され、必要に応じてその都度

実施機関が手配するものとする。

(5) 修理工場設備

① 機械保守設備の必要性

工事を計画通りに行うためには、それぞれの機材が常に良好な状態である

ことが前提条件であり、機材の故障は工事の作業能率、および工事単価に多

大な影響をきたす。

また、機材の日常メンテナンスは、修理費を低減させるために有効な手段

であり、機材の故障を未然に防ぐ効果と同時に、機材寿命を延ばす効果が得

られる。

このため、先方実施機関がコーカン地区に設置する工事運営組織が本計画

の機材運営を有効に維持して行くためには、機材の保守点検を行う設備を設

けることが必要不可欠である。
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修理工場設備計画②

一般にメーカー工場以外での整備および修理は、作業中に予想される故障

修理のほかに、定期点検の結果必要となった部分的分解整備、あるいは部品

交換など、軽易な設備で行い得る範囲とされる。よって、本計画において準

備される修理工場設備は、熟練を必要とせず、数日の指導で使いこなせる設

備で、かつ部品交換を目的とした設備とする。

具体的には以下の項目に対応する設備とし、主な設備内容を に表3-2-2-4

示す。

イ．日常点検、および定期点検

・始業前のオイル、冷却水、燃料、給脂量等の点検補充

・定期的なオイル、フィルタ等の交換

ロ．各部の調整、および中小修理

・タイヤの空気圧、履帯の張り、ブレーキ、クラッチ、クリアランス等

の調整

・タイヤ、消耗品、油圧ホース、パイプ等の交換

ハ．コンポーネントの脱着

・エンジン、ラジエータ、トランスミッション、油圧ポンプ、油圧モー

タ、油圧シリンダ等の脱着
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表 3-2-2-4 設 備 内 容

分 類 項 目 詳 細

作業工具 レンチ スパナ､メガネレンチ､ソケットレンチ､モンキ､

六角棒レンチ､パイプレンチ､チェーントング､

トルクレンチ､オイルフィルタ

ペンチ プライヤ､ペンチ､ニッパ､圧着､ボルトクリッパ､

ワイヤクリッパ

ドライバ 貫通､絶縁､検電､打撃

ハンマ 片手､鉛､木､プラスチック､テスト

電動､空気 ドリル､グラインダ､インパクトレンチ

加工､他 カナノコ､ヤスリ､タガネ､ポンチ､タップ､ダイス､

ギヤプーラ､ バール､ワイヤブラシ

計測工具 寸法測定 マイクロメータ､ノギス､スキマゲージ､金直尺､直角定規､

水平器

性能測定 回転速度テスタ､タイミングライト､電圧電流テスタ､

バッテリテスタ､バッテリ比重計､タイヤプレッシャゲージ､

タイヤミゾゲージ

修理設備 楊荷設備 レバブロック､チェンブロック､ワイヤロープ､

スリングチェーン

加工設備 溶接機セット､ガス切断機セット､ベンチ電動グラインダ､

定盤､万力､パイプバイス

ジャッキ ポータブル油圧ジャッキ

洗浄設備 エアブローセット､

給脂設備 ポータブル給脂機､グリスポンプ､手動ドラムポンプ､

油さし､オイルジョッキ

電気設備 ポータブルランプ､ケーブルドラム､ブースタケーブル､

バッテリチャージャ

給気設備 コンプレッサ､ホースリール

収納､他 工具収納キャビネット､工具箱

タイヤ 修理工具 タイヤレバー､ビードリムーバ､ビードブレーカ､

チューブ補修セット
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3-2-2-2 施設計画

本計画は、道路改修工事に必要となる道路建設用機材の調達と、パイロット事業と

しての道路改修工事（Ｌ＝10.04㎞）の実施から構成されるが、本調査においては、

調達機材の検討とともに、日本側建設道路と先方建設道路との整合性が必要なことか

ら、対象道路全線（Ｌ＝71.64㎞）について設計を行った。本節においては、対象道

路全線についての基本設計について述べる。

(1) 横断面構成

現道は一部を除いて急峻な１車線山岳道で２車線道への拡幅が困難なため、計画

幅員も基本的には１車線とした。計画横断面構成は次のとおりである。

区間 幹 線 道 支 線 備 考

-2.5㎞～2.1㎞ 2.1㎞～61.4㎞ 0.0㎞～7.8㎞
(ﾗｳｶｲ～ﾗｳｶｲ市境) (ﾗｳｶｲ市境～ｺﾝｼﾞｬﾝ) (ﾀｰｼｪｰﾀﾝ～ﾁｬｰｼｰｼｭ) ΣＬ＝71.7ｍ
（Ｌ＝4.6㎞） （Ｌ＝59.3㎞） （Ｌ＝7.8㎞）

車道幅員（ｍ） 3.0 3.0(2.5) 3.0(2.5)

路盤幅（ｍ）
5.5 3.0 3.0

（路肩幅を除く）

路肩幅員（ｍ） 0.3 0.3

0.5
ｶﾞｲﾄﾞﾎﾟｽﾄおよび

保護路肩幅 (m) 0.5 0.5
ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙの設置

・幹線道始点（ラウカイ～ラウカイ市境）間の延長4.6㎞区間は、現道は比較的平

坦で２車線相当幅のため路盤を２車線幅5.5ｍ（2.75×２）とし、舗装は１車線

幅とする。

・幹線道のターシェータン商店街（CH17.0㎞附近）および、コンジャンニューマー

ケット（終点CH61.2㎞附近）も現道幅員を確保する。

・支線のターシェータン商店街、ターシェータンニューマーケット（CH0.0㎞～

CH1.2㎞）も現道幅員を確保する。

・地形状況により幅員3.0ｍの確保が極めて困難なヶ所は、やむを得ず局部的に最

小車道幅員を2.5ｍとする。

・側溝は、切土区間および周辺地盤が計画路面高に等しい区間に設ける。

・部分的に現道地盤が軟弱な区間は、道路計画高より深さ1.0ｍまで良質土に置き

換える。

なお、各標準横断図を図3-2-2-1に示す。
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(2) 平面線形

現道の平面線形は山岳地帯の急峻な山腹を縫うように走っているため、各種の曲

線が存在する。これらの曲線は規格（林道規定１級の最小半径Ｒ＝15ｍ）に抵触し、

視距の不足箇所も多数点在している。これらの平面線形を改良することは地形的制

約により難しい。このため平面線形は原則的に現道に沿ったものとする。なお、幹

線道においてはヘアピンカーブが60ヶ所点在するが、現在でもこのヘアピンカーブ

地点では切り返し運転を行って、特に走行上支障をきたしているため、可能な限り

の改良を行う。

ヘアピンカーブ位置は表3-2-2-5のとおりである。また、現道線形を図3-2-2-2に

示す。

表 3-2-2-5 ヘアピンカーブ位置（幹線のみ）

ﾍｱﾋﾟﾝｶｰﾌﾞ 測 点 摘 要 ﾍｱﾋﾟﾝｶｰﾌﾞ 測 点 摘 要

№ №

１ ３＋557 32 40＋403

２ ３＋925 33 40＋790

３ ５＋835 34 40＋936

４ ５＋912 35 41＋033

５ ６＋052 36 41＋294

６ ６＋697 37 41＋377

７ ７＋140 38 41＋427

８ 11＋395 39 42＋680

９ 11＋754 40 42＋813

10 14＋077 41 43＋088

11 14＋158 42 43＋216

12 14＋755 43 44＋073

ターシェータン 44 44＋130

13 17＋441 45 45＋725

14 18＋659 46 46＋746

15 22＋508 47 46＋867

16 22＋658 シャオカイ

17 22＋975 48 48＋565

18 24＋066 49 48＋785

19 24＋173 50 49＋739

20 25＋805 51 50＋015

21 34＋724 52 51＋259

22 35＋929 53 51＋383

23 37＋408 54 51＋930

24 37＋916 55 52＋622

25 38＋107 56 52＋757

26 38＋393 57 55＋251

27 38＋485 58 56＋988

28 38＋893 59 58＋225

29 38＋997 60 59＋224

30 39＋307 コンジャン

31 39＋436
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(3) 縦断線形

現道の縦断線形も平面線形の条件と同じく、縦断勾配の急な箇所（最大縦断勾配

20％）が多数を占める。これらの縦断線形を改良することは、地形的制約のため難

しい。このため縦断線形も原則的に現道に沿ったものとする。

なお、縦断線形の規定および採用値は次のとおりである。

表 3-2-2-6 縦断曲線の規定値および採用値

（林道規定１級 設計速度20㎞／ｈ）

項 目 規 定 値 採 用 値 摘 要

縦断勾配（＝％） 14（15％） 最大20％ （ ）は特例

縦断曲線の半径（ｍ） 100 100

縦断曲線長（ｍ） 20 20

縦断勾配の改良は地形的制約のため難しいが、少なくとも縦断視距については曲線

半径・曲線長を改良し確保する。

なお、対象道路全線の縦断地形を図3-2-2-3に示す。
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(4) 舗装設計

（ⅰ）幹線（現道割石敷舗装）

① 設計条件

・設計交通量の決定は、大型車交通量による方法とする。

・設計交通量区分………110台／日（現地調査による大型車交通量）

アスファルト舗装要綱の設計交通量の区分によると、100台／日～250台／日は

Ａ交通である （表3-2-2-7）。

・路床の設計CBR＝12（現地調査より）

上記の設計交通量区分と路床の設計CBRにより、目標とする舗装厚さTA(cm)は

表3-2-2-8により13cm以上である。

表 3-2-2-7 設計交通量の区分

設計交通量の区分 大型車交通量（台／日・方向）の範囲

Ｌ交通 100未満

Ａ交通 100以上 250未満

Ｂ交通 250以上1000未満

Ｃ交通 1000以上3000未満

Ｄ交通 3000以上

（出典：アスファルト舗装要綱）

表 3-2-2-8 目標とするTA(cm)

設計CBR Ｌ交通 Ａ交通 Ｂ交通 Ｃ交通 Ｄ交通

<2> <17> <21> <29> <39> <51>

3 15 19 26 35 45

4 14 18 24 32 41

6 12 16 21 28 37

11 11 14 19 26 34

12 11 13 17 23 30

20 11 13 17 20 26

（出典：アスファルト舗装要綱）

② 等値換算係数：αおよび仮定各層厚：T

表層 α ＝1.0 （マカダム舗装） ……………………T ＝5cm１ １

上層路盤 α ＝0.35（粒度調整砕石CBR80以上）…………T ＝20cm２ ２

下層路盤 α ＝0.20（クンシャランCBR20以上30未満）…T ＝20cm３ ３

③ 舗装構成の決定（TA法による）

１ １ ２ ２ ３ ３TA＝α ・T ＋α ・T ＋α ・T

＝1.0×5＋0.35×15＋0.20×20

＝14.25cm ＞ 13.0cm（目標とするTA）
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（ⅱ）支線（現道土道）

設計方針で記述したごとく支線（ターシェータン～チャーシーシュ間）は交通量

も少なく、縦断線形も比較的ゆるやかなため砂利舗装とする。但し、縦断勾配の厳

しい区間は幹線と同じくマカダム舗装とする。

砂利舗装の計算

① 設計条件

・設計交通量区分…………少ない（70台／日 現地調査による）

・路床土の性質……………良い（CBR12現地調査による）

・気候区分…………………凍結なしの乾燥地帯（Ⅳ）

② 骨材層厚の推奨範囲

上記の設計条件を表3-2-2-9によると骨材層厚の推奨値は５インチ＝12.7cmで

ある。

表 3-2-2-9 砂利道の設計カタログ：合衆国の気候に関する６区分、路床上の性質に

関する５種および、交通量に関する３水準に対する骨材層厚(in)の推奨範囲

合衆国気候区分
路床土の性質 交通量の水準

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

多い 8* 10 15 7 9 15
非常に良好 中 6 8 11 5 7 11

少ない 4 4 6 4 4 6

多い 11 12 17 10 11 17
良好 中 8 9 12 7 9 12

少ない 4 5 7 4 5 7

多い 13 14 17 12 13 17
良い 中 11 11 12 10 10 12

少ない 6 6 7 5 5 7

多い ** ** ** ** ** *
悪い 中 ** ** ** 15 15 **

少ない 9 10 9 8 8 9

多い ** ** ** ** ** **
非常に悪い 中 ** ** ** ** ** **

少ない 11 11 10 8 8 9

* 所要の骨材層厚(in) （出典：AASHTO Design of Pavement Structures 1993）

** より高級な舗装構造の設計が推奨される。

③ 舗装構成の決定

15.0cm厚の路盤（クラッシャーラン）＞12.7cm（推奨値）に摩耗層として砂利

厚10cmの構成とする。
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マカダム舗装の計算

① 設計条件

・設計交通量区分………70台／日（Ｌ交通）

・路床の設計 CBR＝12

上記の設計交通量区分と路床の設計CBRにより、目標とする舗装厚TA(cm)は前

表3-2-2-8により11cm以上である。

② 等値換算係数＝αおよび仮定各層厚＝T

表層 α ＝1.0 （マカダム舗装） ………………………T ＝5cm１ １

上層路盤 α ＝0.35（粒度調整砕石CBR80以上）…………T ＝15cm２ ２

下層路盤 α ＝0.20（クンシャランCBR20以上30未満）…T ＝15cm３ ３

③ 舗装構成の決定

１ １ ２ ２ ３ ３TA＝α ・T ＋α ・T ＋α ・T

＝1.0×5＋0.35×15＋0.20×15

＝13.25cm ＞ 11.0cm（目標とするTA）
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(5) 排水施設設計

（ⅰ）道路横断排水施設

対象道路には、横断排水施設はあまり設けられていない。既存施設も簡易な木製

暗渠が多く、これらは全く機能していない。数少ない石材暗渠は機能しているが、

延長不足箇所が多い。

本計画では、通常の道路排水計画と同じく横断排水施設は、主として道路縦断凹

部および山側沢地の流水部に設置した。

スピルウェイは沢部流域が比較的広く、道路路面上を土砂流が流下する可能性の

ある地形地点とした。

また、農業用水が路面上を横断しており、これらはほとんど半壊状態なため、取

り替えることにした。

なお、横断排水箇所は多数となるので、表3-2-2-10にまとめた。

表 3-2-2-10 横断排水施設設置集計表

道 横 断 管 渠 Box

路 区 間 名 ｽﾋﾟﾙｳｪｲ 新設及び
農業用水

名 φ300 φ500 φ900 継ぎ足し
φ300

ﾗｳｶｲ ～
49 25 4 5 2 1

ﾀｰｼｪｰﾀﾝ間

幹 ﾀｰｼｪｰﾀﾝ ～
91 60 0 0 2 0

ｼｬｵｶｲ

ｼｬｵｶｲ ～
45 18 0 0 0 0

線 ｺﾝｼﾞｬﾝ

小 計 185 103 4 5 4 0

支 ﾀｰｼｪｰﾀﾝ ～
24 7 2 4 1 2

線 ﾁｬｰｼｰｼｭ

計 209ヶ所 110ヶ所 6ヶ所 9ヶ所 5ヶ所 3ヶ所
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（ⅱ）路面排水施設

路面排水は基本的に自然排水とするが、切土部および住居地域は側溝を設ける。

側溝は土側溝を基本とするが、縦断勾配の急なヶ所および住居地域はコンクリート

製の側溝とする。

雨水流出量は次式で求める。

１
Ｑ＝ Ｃ・Ｉ・ａ

６3.6×10

ここで、 Ｑ：雨水流出量（ｍ /sec）３

Ｃ：流出係数

Ｉ：流達時間内の降雨強度（mm/h）

ａ：集水面積（ｍ ）２

通水断面積および平均流速は次式で求める。

Ｑ＝Ａ・ｖ

１
２／３ １／２ｖ＝ ・Ｒ ・ｉ

ｎ

ここで、 Ａ：通水断面積（ｍ ）２

ｖ：平均流速（ｍ/sec）

ｎ：粒度係数

Ｒ：径深（ｍ 、Ｒ＝Ａ／Ｐ（Ｐ＝潤辺長））

ｉ：流路勾配

設計値は次のとおりである。

・流出係数Ｃ：0.8（舗装面）

：0.5（上記以外の地表面）

・降雨強度Ｉ：25mm/h（５年確率降雨量、継続時間10分）

・粒度係数ｎ：0.015（コンクリート）

：0.022（土側溝）

側溝の設置箇所は多数になるので、表3-2-2-11にまとめた。



3 - 29

表 3-2-2-11 土側溝およびライニング側溝延長集計表

区 間 名 土側溝(km) ﾗｲﾆﾝｸﾞ側溝(km)

ﾗｳｶｲ～ﾀｰｼｪｰﾀﾝ(延長19.45km) 5.261 15.506
幹

ﾀｰｼｪｰﾀﾝ～ｼｬｵｶｲ(延長30.59km) 5.625 26.295
線

ｼｬｵｶｲ～ｺﾝｼﾞｬﾝ(延長13.83km) 2.057 11.480

計 (延長63.87km) 12.943 53.281

支線 ﾀｰｼｪｰﾀﾝ～ﾁｬｰｼｰｼｭ(延長7.77km) 2.414 5.760

総 計(総延長71.64km) 15.357 59.041

注)両側切土部は両側側溝設置となる

(6) その他の道路施設設計

（ⅰ）法面防護工

法面防護工は、山側法面崩壊箇所には法尻腰石積工（練積）Ｈ＝1.5ｍを設置する。

谷側法面崩壊箇所には路肩土留石積工（練積）Ｈ＝1.5ｍ～5.0ｍを設置する。また

谷側には、横断計画上、路肩土留工の必要箇所にも若干設置する。

設置位置は表3-2-2-12に示す。

（ⅱ）待避所

幹線の2＋100より終点61＋330まで、および支線の1＋100より終点7＋500までは、

基本的には１車道道路のため、すれ違いのための待避所が必要となる。横断地形等

を考慮し、平均700ｍを目安として待避所を設けた。

施設位置は表3-2-2-13に示す。

（ⅲ）ガイドポストおよびガードレール

現道は急峻な山岳道路のため、ほぼ全線に亘って防護柵の設置が必要と思われる

。が、本計画においては谷側法面勾配が急で、かつ深い箇所のみ設置することにした

また、局部的に車道幅員2.5ｍ～3.0ｍを適用する区間には、ガイドポストに代わり

ガードレールを設置する。

ガイドポスト設置区間を表3-2-2-14に示す。

ガードレール設置区間を表3-2-2-15に示す。
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（ⅳ）接続道路

幹線および支道には、部落間連絡道・林道・農道・集落への進入路および公共施

、設への進入路・家屋等が接続している。このため地域住民への利便性を高めるため

計画道面へのスムーズな取付を計画する。また地形的に横断パイプが必要な箇所は

φ300のパイプを敷設する。

なお、接続道路計画箇所は多数なので、表3-2-2-16にまとめた。

表 3-2-2-16 接続道路計画ヶ所集計表

接続道路 パイプ敷設
区 間 名

（ヶ所） （ヶ所）道路名

ﾗｳｶｲ ～
132 70

ﾀｰｼｪｰﾀﾝ
幹 ﾀｰｼｪｰﾀﾝ ～

90 31
ｼｬｵｶｲ

ｼｬｵｶｲ ～
61 33

線 ｺﾝｼﾞｬﾝ

小 計 283 134

ﾀｰｼｪｰﾀﾝ ～
支 線 28 19

ﾁｬｰｼｰｼｭ

合 計 311ヶ所 153ヶ所

（ⅴ）橋 梁

対象道路区間には唯一シャオカイ集落端（CH48＋O19）にコンクリートアーチ橋

（橋長24.0ｍ、幅員3.2ｍ）が架けられている。構造的には健全であり、河川条件に

、も適合しているが、高欄の一部および床版コンクリートの鉄筋が露出しているため

簡易な補修を行う。

（ⅵ）路面標示

本計画車道は１車線のためセンターラインの必要性はなく、側線も設けないこと

とした。

（ⅶ）標 識

本計画道路より上位の道路にも標識は設置されていない。もし設ける場合、規

制・警戒標識等は多数となるが、破損される可能性が大きいため、設置しないこと

にする。
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3-2-3 基本設計図

前述の基本計画に基づいて設計された選定機材の仕様と修理工場の計画図を示す。

また、前述の基本計画に基づいた道路改修の設計図面（全線分：Ｌ＝71.64㎞）を別

冊図面集に示す。



表
　

3
-
2
-
3
-
1
　

選
定

機
材

の
仕

様
（
１

／
３

）

モ
ー

タ
グ

レ
ー

ダ

エ
ン

ジ
ン

出
力
k

W
6
3
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
8
0
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
6
3
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
6
0
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
6
5
以

上

運
転

整
備

重
量

kg
7
,9

0
0
以

上
運

転
整

備
重

量
ｋ
ｇ

1
1
,0

0
0
以

上
運

転
整

備
重

量
ｋ
ｇ

7
,3

0
0
以

上
運

転
整

備
重

量
ｋ
ｇ

6
,5

0
0
以

上
重

量

寸
法

寸
法

寸
法

寸
法

  
 ・

自
重

ｋ
ｇ

8
,4

0
0
以

上

  
・
全

長
m

m
7
,0

0
0
以

下
  

・
全

長
m

m
7
,2

0
0
以

下
  

 ・
全

長
m

m
6
,2

0
0
以

下
  

 ・
全

長
m

m
4
,9

0
0
以

下
  

 ・
バ

ラ
ス

ト
付

ｋ
ｇ

1
5
,0

0
0
以

上

  
・
全

幅
(除

く
ブ

レ
ー

ド
）

m
m

2
,2

0
0
以

下
  

・
全

幅
m

m
2
,5

0
0
以

下
  

 ・
全

幅
m

m
2
,4

0
0
以

下
  

 ・
全

幅
m

m
1
,9

0
0
以

下
寸

法

  
･全

高
  

･全
高

m
m

3
,7

0
0
以

下
  

 ･
全

高
m

m
3
,1

5
0
以

下
  

 ・
全

高
m

m
2
,8

0
0
以

下
  

 ・
全

長
m

m
5
,0

0
0
以

下

  
  
 (
ｷ
ｬ
ﾉ
ﾋ
ﾟ除

く
)

m
m

2
,5

0
0
以

下
  

・
最

低
地

上
高

m
m

2
5
0
以

上
  

 ・
最

低
地

上
高

m
m

3
5
0
以

上
  

 ・
車

軸
距

離
m

m
2
,5

0
0
以

上
  

 ・
全

幅
m

m
2
,1

0
0
以

下

  
・
ブ

レ
ー

ド
  

・
車

軸
距

離
m

m
2
,6

0
0
以

上
  

 ・
車

軸
距

離
m

m
2
,3

0
0
以

上
性

能
  

 ・
全

高
m

m
3
,2

0
0
以

下

  
  
 長

さ
m

m
2
,8

0
0
以

上
性

能
  

 ・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

1
0
以

上
  

 ・
車

軸
距

離
m

m
3
,7

0
0
以

上

  
  
 高

さ
m

m
5
0
0
以

上
性

能
  

 ・
最

大
走

行
速

度
  

 ・
最

小
回

転
半

径
m

m
4
,6

0
0
以

下
性

能

  
・
最

低
地

上
高

m
m

2
9
0
以

上
  

・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

3
4
以

上
  
  
  
  
前

進
－

後
進

km
/h

3
4
×

2
2
以

上
  

 ・
起

振
数

H
z

3
0
以

上
  

 ・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

1
9
以

上

  
・
軸

間
距

離
m

m
4
,9

0
0
以

上
  

・
後

端
旋

回
半

径
m

m
2
,2

0
0
以

下
  

 ・
回

転
半

径
m

m
5
,2

0
0
以

下
  

 ・
起

振
力

kN
1
0
0
以

上
  

 ・
最

小
回

転
半

径
m

m
7
,0

0
0
以

下

性
能

  
・
旋

回
速

度
rp

m
1
1
以

上
  

 ・
掘

削
力

kN
6
9
以

上
エ

ン
ジ

ン
  

 ・
締

固
め

幅
m

m
2
,0

0
0
以

上

  
・
最

大
走

行
速

度
  

・
ア

ー
ム

巻
込

力
ｋ
ｇ
ｆ

5
,4

0
0
以

上
作

業
範

囲
  
 ・

タ
イ

プ
水

冷
ﾃ

ﾞｨ
ｰ

ｾ
ﾞﾙ

エ
ン

ジ
ン

  
  
  
前

進
－

後
進

km
/h

3
4
×

2
4
以

上
  

・
掘

削
力

kN
7
3
以

上
  
 ・

ﾀ
ﾞﾝ

ﾋ
ﾟﾝ

ｸ
ﾞｸ

ﾘｱ
m

m
2
,6

0
0
以

上
  

 ・
排

気
量

cc
4
,3

0
0
以

上
  

 ・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ

  
・
最

小
回

転
半

径
m

m
6
,0

0
0
以

下
作

業
範

囲
  
 ・

ﾀ
ﾞﾝ

ﾋ
ﾟﾝ

ｸ
ﾞﾘ

ｰ
ﾁ

m
m

9
5
0
以

上
足

回
り

  
 ・

排
気

量
cc

6
,4

0
0
以

上

  
・
前

進
ｵ

ｼ
ﾚ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

d
eg

1
5
以

上
  
・
最

大
掘

削
深

さ
m

m
4
,1

0
0
以

上
  

 ・
掘

削
深

さ
m

m
1
5
0
以

上
  

 ・
ロ

ー
ラ

足
回

り

  
・
ブ

レ
ー

ド
  
・
最

大
積

込
高

さ
m

m
5
,7

0
0
以

上
エ

ン
ジ

ン
  
  
  
 タ

イ
プ

ｽ
ﾑ

ｰ
ｽ
ﾄﾞ

ﾗ
ﾑ

  
 ・

タ
イ

ヤ

  
  
  
最

大
リ
フ

ト
m

m
3
5
0
以

上
  

・
最

大
垂

直
  

 ・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ
  
  
  
 径

m
m

1,
3
0
0
以

上
  
  
  
 タ

イ
プ

ｽ
ﾑ

ｰ
ｽ

  
・
ｱ

ｰ
ﾃ

ｨｷ
ｭ
ﾚ
ｰ

ｼ
ｮﾝ

d
eg

2
5
以

上
  
  
  
  
掘

削
深

さ
m

m
3
,5

0
0
以

上
  

 ・
排

気
量

ｃ
ｃ

3
,9

0
0
以

上
  
  
  
 幅

m
m

1
,7

0
0
以

上
  
  
  
 サ

イ
ズ

9
-
2
0
-
1
0

エ
ン

ジ
ン

  
・
最

大
地

上
ﾘｰ

ﾁ
m

m
7
,0

0
0
以

上
タ

イ
ヤ

  
  
  
本

数
本

1
以

上

  
・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ
エ

ン
ジ

ン
  
 ・

サ
イ

ズ
1
6
.9

-
2
4
-
1
0

  
 ・

タ
イ

ヤ
  
  
  
本

数
本

前
輪

  
4以

上

  
・
排

気
量

cc
3
,9

0
0
以

上
  

・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ
以

上
  
  
  
 サ

イ
ズ

1
6
.9

-
2
4
-
1
0

本
後

輪
  
5
以

上

タ
イ

ヤ
  

・
排

気
量

ｃ
ｃ

4
,8

0
0
以

上
バ

ケ
ッ

ト
以

上

  
・
サ

イ
ズ

(前
輪

）
9
ｰ

2
0
ｰ

8
以

上
油

圧
  

 ・
タ

イ
プ

一
般

仕
様

  
  
  
本

数
本

2

  
・
サ

イ
ズ

(後
輪

）
1
0
ｰ

2
0
ｰ

1
0
以

上
  

・
流

量
×

台
数

L
/
m

in
1
0
0
×

2
以

上
  

 ・
平

積
容

量
ｍ

３
1
.2

以
上

ア
タ

ッ
チ

メ
ン

ト
足

回
り

キ
ャ

ノ
ピ

  
・
ス

カ
リ

フ
ァ

イ
ヤ

  
・
タ

イ
プ

ホ
イ

ー
ル

  
 ・

タ
イ

プ
Ｒ

Ｏ
Ｐ

Ｓ

  
  
  
爪

数
本

7以
上

  
・サ

イ
ズ

9
-
2
0
-
1
2
以

上

  
  
  
幅

m
m

1
,0

0
0
以

上
  

・
本

数
本

8

  
・
キ

ャ
ノ

ピ
Ｒ

Ｏ
Ｐ

Ｓ
バ

ケ
ッ

ト

付
属

品
前

照
灯

  
・
山

積
容

量
ｍ

３
0
.4

4
以

上

後
進

灯
・
ﾌ
ﾞｻ

ﾞｰ
  

・
バ

ケ
ッ

ト
幅

m
m

8
0
0
以

上

3 - 36

振
動

ロ
ー

ラ
タ

イ
ヤ

ロ
ー

ラ
バ

ッ
ク

ホ
ウ

ホ
イ

ー
ル

ロ
ー

ダ



表
　

3
-
2
-
3
-
1
　

選
定

機
材

の
仕

様
（
２

／
３

）

エ
ン

ジ
ン

出
力
k

W
7
5
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
1
2
5
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
1
4
5
以

上
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
1
1
5
以

上

重
量

重
量

重
量

重
量

  
・
最

大
積

載
量

ｋ
ｇ

2
,0

0
0
以

上
  
・
最

大
積

載
量

ｋ
ｇ

6
,0

0
0
以

上
  
・
最

大
積

載
量

ｋ
ｇ

6
,0

0
0
以

上
  
・
最

大
積

載
量

ｋ
ｇ

3
,5

0
0
以

上

  
・
車

両
重

量
ｋ
ｇ

2
,4

0
0
以

上
  
・
車

両
重

量
ｋ
ｇ

4
,9

0
0
以

上
  
・
車

両
重

量
ｋ
ｇ

6
,0

0
0
以

上
  
・
車

両
重

量
ｋ
ｇ

5
,5

0
0
以

上

  
・
総

重
量

ｋ
ｇ

4
,5

5
0
以

上
  
・
総

重
量

ｋ
ｇ

1
1
,0

0
0
以

上
  
・
総

重
量

ｋ
ｇ

1
2
,0

0
0
以

上
寸

法

寸
法

寸
法

寸
法

  
・
全

長
m

m
8
,0

0
0
以

下

  
・
全

長
m

m
4
,7

0
0
以

下
  
・
全

長
m

m
6
,4

0
0
以

下
  
・
全

長
m

m
6
,7

0
0
以

下
  
・
全

幅
m

m
2
,5

0
0
以

下

  
・
全

幅
m

m
1
,7

0
0
以

下
  
・
全

幅
m

m
2
,3

0
0
以

下
  
・
全

幅
m

m
2
,4

0
0
以

下
  
・
全

高
m

m
3
,0

0
0
以

下

  
・
全

高
m

m
2
,2

0
0
以

下
  
・
全

高
m

m
2
,5

0
0
以

下
  
・
全

高
m

m
2
,6

0
0
以

下
  
・
車

軸
距

離
m

m
3
,7

0
0
以

上

  
・
車

軸
距

離
m

m
2
,4

5
0
以

上
  
・
車

軸
距

離
m

m
3
,7

0
0
以

上
  
・
車

軸
距

離
m

m
3
,6

0
0
以

上
  
・
タ

ン
ク

容
量

㍑
4
,0

0
0
以

上

　
荷

台
　

荷
台

  
・
タ

ン
ク

容
量

㍑
6
,0

0
0
以

上
性

能

  
・
全

長
m

m
2
,8

0
0
以

上
  
・
全

長
m

m
3
,6

0
0
以

上
性

能
  
・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

9
0
以

上

  
・
全

幅
m

m
1
,6

0
0
以

上
  
・
全

幅
m

m
2
,1

0
0
以

上
  
・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

9
0
以

上
  
・
最

小
回

転
半

径
m

m
8
,0

0
0
以

下

  
・
全

高
m

m
3
0
0
以

上
  
・
全

高
m

m
5
0
0
以

上
  
・
最

小
回

転
半

径
m

m
6
,3

5
0
以

下
エ

ン
ジ

ン

性
能

性
能

  
・
登

坂
能

力
ｄ
ｅ
ｇ

1
6
以

上
  

・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ

  
・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

1
0
0
以

上
  
・
最

大
走

行
速

度
km

/
h

9
0
以

上
エ

ン
ジ

ン
  
・
排

気
量

cc
6
,5

0
0
以

上

  
・
最

少
回

転
半

径
m

m
5
,6

0
0
以

下
  

・
最

少
回

転
半

径
m

m
6
,6

0
0
以

下
  

・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ
散

布
装

置

  
・
登

坂
能

力
ｄ
ｅ
ｇ

1
9
以

上
  
・
登

坂
能

力
ｄ
ｅ
ｇ

1
6
以

上
  
・
排

気
量

cc
8
,2

0
0
以

上
  
・
エ

ン
ジ

ン
出

力
k

W
6
.7

以
上

エ
ン

ジ
ン

エ
ン

ジ
ン

パ
ワ

ー
ラ

イ
ン

  
・
最

大
散

布
幅

m
m

3
,6

0
0
以

上

  
・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ
  

・
タ

イ
プ

水
冷

ﾃ
ﾞｨ

ｰ
ｾ

ﾞﾙ
  

・
ド

ラ
イ

ブ
４

×
４

  
・
散

布
量

L
/
m

in
3
5
0
以

上

  
・
排

気
量

cc
4
,3

0
0
以

上
  
・
排

気
量

cc
8
,2

0
0
以

上
  
・
変

速
段

数
5
F
-
1
R
以

上
  
・
ノ

ズ
ル

間
隔

m
m

1
2
0
以

上

パ
ワ

ー
ラ

イ
ン

パ
ワ

ー
ラ

イ
ン

タ
イ

ヤ
タ

イ
ヤ

  
・
変

速
段

数
5
F
-
1
R
以

上
  
・
変

速
段

数
5
F
-
1
R
以

上
  
・
サ

イ
ズ

9
.0

-
2
0
-
1
4

  
 ・

サ
イ

ズ
8
.2

5
-
1
6
-
1
4

タ
イ

ヤ
タ

イ
ヤ

以
上

以
上

  
・
サ

イ
ズ

7
.0

-
1
5
-
8

  
・
サ

イ
ズ

8
.2

5
-
2
0
-
1
4

  
・
本

数
（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

6
  
・
本

数
（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

6

以
上

以
上

  
・
本

数
（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

6
  
・
本

数
（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

6

ア
ス

フ
ァ

ル
ト
デ

ィ
ス

ト
リ

ビ
ュ

ー
タ

ダ
ン

プ
ト
ラ

ッ
ク

散
水

車

3 - 37



表
　

3
-
2
-
3
-
1
　

選
定

機
材

の
仕

様
（
３

／
３

）

重
量

（
チ

ゼ
ル

付
）

ｋ
ｇ

7
0
0
以

上
標

準
破

砕
能

力
to

n
/
h

3
0
以

上
動

力

寸
法

プ
ラ

ン
ト
総

重
量

ｋ
ｇ

4
0
,0

0
0
以

下
  
 ・

駆
動

電
動

モ
ー

タ
ー

  
 ・

全
長

（
チ

ゼ
ル

付
）

m
m

1
,7

5
0
以

上
寸

法
  
 ・

駆
動

装
置

総
出

力
k
W

7
0
以

下

  
 ・

チ
ゼ

ル
一

次
破

砕
機

タ
イ

ヤ

  
 　

　
径

×
長

さ
m

m
1
0
0
×

9
5
0
以

上
  

 ・
全

長
（
除

く
牽

引
棒

）
m

m
5
,6

0
0
以

下
  

 ・
一

次
破

砕
機

  
 ･

ホ
ー

ス
径

m
m

1
9
以

上
  
 ・

全
幅

m
m

2
,5

5
0
以

下
  
 　

　
サ

イ
ズ

7
.5

-
1
6
-
1
0
以

上

性
能

  
 ･

全
高

m
m

3
,5

5
0
以

下
 　

　
　

本
数

（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

4

  
 ・

最
大

打
撃

数
b
p
m

5
7
0
以

上
二

次
破

砕
機

  
 ・

二
次

破
砕

機

  
 ・

最
大

作
動

油
流

量
㍑

/
m

in
9
0
以

上
  
 ・

全
長

（
除

く
牽

引
棒

）
m

m
6
,0

0
0
以

下
  
 　

　
サ

イ
ズ

7
.5

-
1
6
-
1
0
以

上

  
 ・

最
大

作
動

圧
ｋ
ｇ
/
cm

2
1
4
0
以

上
  
 ・

全
幅

m
m

3
,0

0
0
以

下
 　

　
　

本
数

（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

4

ア
タ

ッ
チ

メ
ン

ト
  
 ･

全
高

m
m

3
,5

0
0
以

下
  
 ・

コ
ン

ベ
ア

  
 ・

チ
ゼ

ル
ベ

ル
ト
コ

ン
ベ

ア
  
 　

　
サ

イ
ズ

-

　
　

　
　

ﾎ
ﾟｲ

ﾝ
ﾄﾀ

ｲ
ﾌ
ﾟ

本
5

  
 ・

ベ
ル

ト
幅

m
m

4
5
0
以

下
 　

　
　

本
数

（
ス

ペ
ア

除
く

）
本

0

　
　

　
　

ﾌ
ﾗ
ｯ
ﾄｴ

ﾝ
ﾄﾞ

ﾀ
ｲ
ﾌ
ﾟ

本
5

  
 ･

機
長

m
1
1
以

下
付

属

性
能

  
 ・

発
電

機
k

V
A

1
0
0
以

下

  
 ・

最
大

供
給

寸
法

　
　

　
幅

×
長

さ
m

m
6
0
0
×

1
8
0
0
以

上

  
 ・

破
砕

機
供

給
口

寸
法

  
 　

　
一

次
破

砕
機

m
m

5
0
0
×

2
5
0
以

上

  
 　

　
二

次
破

砕
機

m
m

7
5
0
×

2
0
0
以

上

  
 ・

主
コ

ン
ベ

ア
速

度
m

/
m

in
6
0
以

上

  
 ・

ス
ト
ッ

ク
用

ｺ
ﾝ

ﾍ
ﾞｱ

速
度

m
/
m

in
3
0
以

上

  
 ・

製
品

骨
材

寸
法

３
種

類

m
m

4
0
-
2
0

m
m

2
0
-
5
0

m
m

5
-
0

大
型

ブ
レ

ー
カ

骨
材

プ
ラ

ン
ト

3 - 38







3 - 41

3-2-4 施工計画／調達計画

3-2-4-1 施工方針／調達方針

本計画が実施される場合の基本的事項は次のとおりである。

・本計画は、日本国政府と「ミ」国政府間で本計画に係る無償資金協力の交換公文が

締結された後、日本政府の無償資金協力の制度にしたがって実施される。

・本計画の実施機関は「ミ」国少数民族国境地域開発省である。

・本計画の実施設計、入札関連業務および施工監理／調達監理業務に係るコンサルタ

ント業務は、日本のコンサルタントが「ミ」国政府とのコンサルタント契約に基づ

き実施する。

・本計画の道路改修工事および道路建設用機材の納入は、入札参加資格審査合格者に

よる入札の結果選定された日本の建設業者により 「ミ」国政府との工事契約に基、

づき実施される。

本計画の施工計画にあたっての主な基本方針は次のとおりである。

・供与機材の調達先は、原則日本とし、先方政府との合意があった場合には、部品調

達の難易、納期等を検討した上で、第三国調達を含めるものとする。

・供与機材の納入先は、本計画の工事契約に基づいて建設されるコーカン地区内の修

理工場とする。

・修理工場および調達機材は、日本側負担工事完了までの期間、日本の建設業者が使

用、管理するものとし、工事完了後に充分な整備を施した後に先方実施機関に引渡

すものとする。

・日本の建設業者は、修理工場の運営および本体工事の施工において、先方実施機関

の人員を参加させ、機材の運転指導･日常点検整備および施工指導･管理業務指導を

誠実に行う義務を負う。

・現地建設業者（下請）は労務供給と一般建設機械のリース調達とし、工事の施工体

制は日本の建設業者の直営方式とする。

・建設資機材および作業員は、できるだけ現地調達とする。現地で調達できない場合

は、所要の品質、供給能力が確保される範囲で第三国または日本から調達する。

・施工方法および工事工程は、現地の気象、地形、地質等の自然条件に合致した計画

とする。

・特殊な機材や技術を必要としない一般的で容易な工法を計画する。



3 - 42

・工事仕様基準および施工管理基準を設定し、この基準を満足する建設業者の現場管

理組織およびコンサルタントの施工監理組織を計画する。

・工事中は交通開放を原則とし、交通安全のための施設及び誘導員を配置する。通行

止を行う場合には事前の広報を十分に行う。

・工事による濁水や降雨による土砂の流出防止等に配慮して、環境の保全に努める。

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項

(1) 調達機材の区分

本計画の実施において調達される機材は、日本の施工業者が自社使用分として搬

入するものと、先方実施機関に供与する機材との二種類があるが、供与機材は契約

に基づく仕様･規格を満足するものでなくてはならない。また、供与機材の使用に

際しては、機材の運用および運転指導という目的を明確にするため、供与機材同士

の運用を心がけるようにし、自社機材と供与機材の混成とならないよう配慮する必

要がある。

(2) スペアパーツ

本計画において調達されるスペアパーツは、機材供与後の運用･整備に使用され

る目的で調達されるものであることから、日本側負担工事期間中に供与機材に不具

合が生じた場合には、施工業者の責任において整備･修理を行うこととする。

(3）工事中の交通路の確保

対象道路は１車線であるが、地域住民の生活および生産活動に密着した道路であ

り、迂回路も無いため、原則的に交通開放を行いながら作業することが要求される。

しかしながら、工事用車両、機械が道路上のスペースを占有してしまうため、作業

中は交通誘導施設、誘導員を配置し、通過交通のスムーズなすれ違いを補助する。

また、作業終了時には工事用資機材を放置せず、安全な場所へ移動させる。

施工方法の都合上、交通を遮断する必要が生じるが、この場合には時間を区切っ

て通行止を行うこととし、終日に亘る通行止は行わないこととする。また、事前に

十分な広報を行い、通行止による混乱を避けるように配慮する。交通開放時には、

両方向からの車両が一時に集中するため、交通遮断を行う場所はすれ違いスペース

が十分に取れる位置に設定するとともに、双方向の車両をスムーズに流すための誘

導員を配置する。



3 - 43

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分

本計画のうち日本側負担分実施上における日本と「ミ」の両国政府が分担すべき事

項は、表3-2-4-1のとおりである。

表 3-2-4-1 両 国 政 府 の 負 担 区 分

負 担 区 分
項 目 内 容 備 考

「ミ」国日本国

資機材の調達・搬入 ○

資機材の通関手続 ○
資 機 材 調 達

内陸輸送道路の整備 ○

修理工場の建設 ○

調達機材の据付 ○

修理工場用地造成 ○ 整地、配電、給水･排水施設

工事に必要な用地の確保 ○ 現場事務所、資機材置場、ﾌﾟﾗﾝﾄ

準 備 工 用地、作業場等

上記以外の準備工 ○

工事障害物の 障害物の移設・撤去 ○ 家屋、電柱、電話ケーブル、水道

移設・撤去 管等

道路・採石場 道路・採石場用地 ○

用地の確保

本 工 事 道路改良工事 ○ 選定区間のみ

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画

日本のコンサルタントが「ミ」国政府とのコンサルタント業務契約に基づき、実施

設計業務、入札関連業務および施工監理／調達監理業務の実施にあたる。

(1) 実施設計業務

コンサルタントが実施する実施設計業務の主要内容は次のとおりである。

・実施設計のための現地調査

・道路および排水施設等の詳細設計

・機材選定

・設計図面、仕様書の作成

・施工計画、調達計画、事業費積算

・入札図書の作成

実施設計業務の所要期間は2.0ヶ月である。
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(2) 入札関連業務

入札公示から工事契約までの期間に行う業務の主要項目は次のとおりである。

・入札公示

・入札業者の事前資格審査

・入札実施

・入札書の評価

・契約促進業務

入札関連業務の所要期間は3.0ヶ月である。

(3) 施工監理／調達監理業務

コンサルタントは、施工業者が工事契約および施工計画に基づき実施する工事の

施工監理と、施工業者が工事契約に基づき実施する機材調達の調達監理を行う。そ

の主要項目は次のとおりである。

・調達発注書の発行確認

・調達状況の確認

・工場出荷前検査

・引渡し検査

・現地引渡し立会い

・測量関係の照査・承認

・施工計画の照査・承認

・品質管理

・工程管理

・出来形管理

・安全管理

・出来高検査および引き渡し業務

施工および調達の所要期間は10.0ヶ月である。施工監理業務は常駐管理者１名、

業務調整員兼通訳１名が必要である。
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3-2-4-5 品質管理計画

供与機材の調達においては、業務契約書に定める技術仕様に適合していることを確

認するため、各段階において下記の検査を実施する。

・調達発注書の発行確認

・工場出荷前検査

・船積前検査

・引渡し検査

日本側負担で実施するパイロット事業の品質管理は、施工計画策定段階での施工管

理準備にのっとり、既定を設けて、自主管理もしくは立合検査の別を明確にする。

3-2-4-6 資機材等調達計画

供与分機材の調達計画は、次のとおりである。

(1) 調達方法

本計画は通常の資機材供与案件の場合と異なり、調達機材を実際に工事に使用し

ながら、施工方法の紹介と訓練を行うことを目的としており、資機材の調達･搬入

は本体工事開始時期に合わせて完了させる必要がある。このため、資機材の調達は、

各資機材メーカーが既に保有している在庫を購入する方法をとり、通常の資機材供

与案件で設定する製作期間を設けない。これにより、資機材調達期間は大幅に短縮

され、搬入期間を含めて4.5ヶ月程度で完了できるものと考えられる。

調達方法にこのような制約があるため、本計画において第三国調達を行うことは納

期のうえで困難がある。よって調達先は日本国として検討する。

(2) 搬入経路

調達資機材の搬入先はコーカン地区のラウカイに新たに建設する修理工場である。

輸送ルートとして考えられるのは以下の２つである。

①日本→ヤンゴン港→マンダレー→ラウカイ（日本よりヤンゴン国際港まで海上

輸送、ヤンゴンよりマンダレーまで大型トレーラ及び自走による内陸輸送、マ

ンダレーよりラウカイまで６ トラック及び自走による内陸輸送）t

②日本→ベトナム･ハイフォン港→雲南省南傘→ラウカイ（日本よりハイフォン

港まで海上輸送、ハイフォンより南傘を経由してラウカイまで大型トレーラお

よび自走による内陸輸送）
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このうち、ベトナム･中国経由の搬入ルートは、輸入関税･再輸出手続等に不明確

、 。な点が多く、内陸輸送の運搬距離も長い為 「ミ」国内輸送に比べ、利点が少ない

このため、本計画の搬入ルートは①のヤンゴンルートで検討する。

日本側負担の工事に必要な資材、機材、労務は、原則として可能な限りコーカン地

区および「ミ」国内で調達する。品質、供給量、価格等の面で満足できない物につい

ては、日本または第三国調達とする。

(3) 建設資材調達

コーカン地区では中国よりの輸入建設資材が調達可能であり、第一特別自治区

より現地での資材調達を強く要望されている。また 「ミ」国内で調達可能な資、

材も多く、日本もしくは第三国からの調達は一部資材に限られる。

主要資材の調達区分・調達先を表3-2-4-2に示す。

表 3-2-4-2 主要資材の調達区分・調達先

調達区分・調達先
項 目 備 考

現地調達 日本調達 第三国調達

砕石 ○

砂 ○

ｺﾝｸﾘｰﾄ用骨材 ○

ｱｽﾌｧﾙﾄ用骨材 ○

ｽﾄﾚｰﾄｱｽﾌｧﾙﾄ ○ 輸入品

合板 ○ 輸入品

木材 ○

セメント ○

鉄筋 ○ 輸入品

硬質PVCﾊﾟｲﾌﾟ ○ 輸入品

高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ波状管 ○

ガードレール ○ 曲柱

形鋼 ○

ｻﾝﾄﾞﾊﾞｯｸ ○

角ﾊﾟｲﾌﾟ ○ 輸入品

ﾌｫｰﾑﾀｲ ○ 輸入品

ﾊﾟｲﾌﾟｻﾎﾟｰﾄ ○ 輸入品

剥離材 ○ 輸入品
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(4) 建設機械調達

「ミ」国内では建設機械のリース業が発達しておらず、調達方法として建設業

者等が所有している建設機械をリースすることが可能である。また、第一特別自

治区より、工事に必要となる建設機械を中国より手配するので使って欲しいとの

要望を受けている。しかしながら、現地にて調達可能な機械は、機種、台数が限

られているため、日本もしくは第三国調達を考える。

主要建設機械の調達区分・調達先を表3-2-4-3に示す。

表 3-2-4-3 主要建設機械の調達区分・調達先

調達区分・調達先

項 目 規 格 備 考

第３国調達現 地 日本調達

大型ﾌﾞﾚｰｶ取付用ﾊﾞｯｸﾎｳ 0.45ｍ ○ ○３

のみ日本調達ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ ６ｔ ○

ﾎｲｰﾙﾛｰﾀﾞｰ 1.2ｍ ○３

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ ８～15ｔ ○

振動ﾛｰﾗｰ(ﾀﾝﾃﾞﾑ型) ６～７ｔ ○

ｱｽﾌｧﾙﾄﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀｰ 4.0kLtr ○

ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞｰ 3.1ｍ ○

散水車 6.0kLtr ○

ﾊﾝﾄﾞﾛｰﾗｰ １ｔ ○

大型ﾌﾞﾚｰｶ 600～800kg ○ ﾊﾞｯｸﾎｳ取付

ﾄﾗｯｸﾐｷｻ 2.2ｍ ○３

ｺﾝｸﾘｰﾄﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ ○

発電器 100kVA ○

ﾀﾝﾊﾟー ○

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 20ｔ ○

クラッシングﾌﾟﾗﾝﾄ ○
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3-2-4-7 ソフト・コンポーネント計画

本プロジェクトの先方負担分の道路改修工事が円滑に行われるよう、本計画におい

てソフト・コンポーネントを導入し、実施機関の運営体制の強化を図る。

前節2-1で述べたとおり、先方実施機関には道路管轄部課が無いため、まず初めに

工事運営組織となる道路・橋梁小委員会を組織し、人員配置を行う必要がある。ソフ

ト・コンポーネントはこの先方工事運営組織の人員を対象に行われる。

(1) 目 的

・本計画において調達される資機材および建設される修理工場の適切な運用が行わ

れるように修理工場のスタッフに対する技術指導を行う。

・先方負担分の道路改修工事が確実に実施できる体制を整えるために、日本側負担

工事の実施を通して先方工事運営組織の技術スタッフおよび労務スタッフに対す

る技術指導を行う。

(2) 実施方法および内容

マニュアル・計画書の作成

本計画の詳細設計段階において、技術指導に使用するマニュアル類の作成を行う。

必要とされるものとして以下のものが考えられる。

－修理工場運営計画書

－建設機材運用計画書

－建設機材点検整備マニュアル

－道路改修工事施工計画書

－施工管理マニュアル

－技術指導要領書

講習会の開催

日本側負担工事の開始に先立ち、上記マニュアル類を使った運営・施工方法の紹

介と指導を目的とする講習会を開催し、スムーズに実地訓練に移行するための知識

習得を図る。

実地訓練

日本側負担工事の実施組織の中に先方実施機関の道路部課の人員を参加させ、実

際の業務を行いながらそれぞれの担当分野における技術移転を図る。実地訓練が必

要とされる分野として以下のものが考えられる。
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・修理工場

－工場の運営

－据付機材の使用・操作

－機材の点検・修理

－部品類の管理・調達

・骨材プラント

－プラントの運営

－機材の据付・操作

－機材の点検・修理

－品質管理

・工事施工

－各工種の工法・手順・留意事項

－建設機材の操作・点検事項

－機材編成・労務編成およびその運営

－資材管理・調達

・施工管理

－品質管理・出来形管理

－施工計画・工程管理・安全管理

－調達計画・労務計画

－組織運営・資金運用

(3) 実施スケジュール

ソフト・コンポーネントの実施スケジュールを次節の表3-2-4-4に示す。

3-2-4-8 実施工程

日本側負担分の実施設計、施工／調達についての実施工程を表3-2-4-4に示す。
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3-3 相手国側分担事業の概要

本計画が実施される場合の「ミ」国政府の分担事項は以下のとおりである。

・修理工場建設用地の確保および配電、給水･排水設備を含む造成作業

・日本側負担工事区間を除く対象道路の改修工事の実施

・修理工場および供与機材の適切な運用および維持管理

・本計画の実施上必要な資料／情報の提供

・道路・採石場用地の確保および工事のために必要な作業ヤード、資材置き場、プラ

ント施設、現場事務所等の用地の提供

・建設資機材の内陸輸送路の整備

・道路敷地内の家屋等の障害物の撤去

・本計画に関し日本に開設する銀行の手数料の負担

・本計画の資機材輸入の免税、通関手続きおよび速やかな国内輸送のための措置

・本計画に従事する日本人および実施に必要な物品／サービス購入への課税免除

・本計画に従事する日本人が「ミ」国へ入国および滞在するために必要な法的措置

・本計画を実施するために必要な許認可証明書等の発行

・改良後の道路等の適切な使用および維持管理

・本計画実施において住民または第三者と問題が生じた場合、その解決への協力

・本計画実施上必要となる経費のうち日本国の無償資金によるもの以外の所要経費の

負担

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画

日本側負担工事の完了後、残る区間の道路改修工事は「ミ」国側によって行われる。

このため、本計画の実施に当たり、国境省は工事運営組織となる道路・橋梁小委員会

を組織し、運営の為の人員を配置する。

工事実施の為に必要な組織として下記のような実施体制の編成が必要であると考え

られる。

局 長

管理課 技術課 労務課 機材課

･計画 ･施工管理 ･労務

･調達 ･測量 ･庶務

･会計 修理工場 砕石ﾌﾟﾗﾝﾄ

工事運営組織図（案）
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また、修理工場の運営および調達機材の維持管理に必要となる実施体制として下記

のような編成が必要であると考えられる。

主任技術者

主任機材整備工

建設重機整備 建設車輌整備 電装整備 機械工作 部品工具管理

･整備工 ･整備工 ･電気整備工 ･工作工 ･管理技術者

･作業員 ･作業員 ･作業員 ･作業員

修理工場組織図（案）

道路改修工事完成後の維持管理業務は、保有機材を使用して実施機関が直営で行う

ことになる。

供用後10年間に必要とされる維持管理業務は下記のものがある。

・日常管理

路肩部の除草、側溝のカルバートの清掃、損傷ヶ所の巡回点検、崩壊土砂の除去

・損傷ヶ所の修理

舗装クラックのシーリング、ポットホール修繕、ガイドポストの取換、石積擁壁の

修繕

・災害復旧

崩壊土砂の除去、石積擁壁の設置、侵食防護工の実施等
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3-5 プロジェクトの概算事業費

3-5-1 協力対象事業の概算事業費

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合に必要となる事業費総額は

約13.92億円（日本側負担5.84億円 「ミ」国側負担8.08億円）となり、先に述べた、

日本と「ミ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記に示す積算条件によれ

ば、次のとおりと見積もられる。

(1) 日本側負担経費

事 業 費 区 分 合 計

(1) 建 設 費 2.95億円

ｱ. 直接工事費 1.75億円

ｲ. 共通仮設費 0.27億円

ｳ. 現場経費 0.70億円

ｴ. 一般管理費 0.23億円

(2) 機材調達費 1.71億円

ｱ. 機材費 1.68億円

ｲ. 現地調達管理費 0.03億円

(3) 設計監理費 1.19億円

合 計 5.84億円

(2) 「ミ」国側負担経費

・ ミ」国側負担分道路改修工事費「

659万米ドル（約808百万円）

(3) 積算条件

・積算時点 平成13年９月

・為替交換レート １ＵＳ＄＝122.55円、１人民元＝14.99円

・施工期間 単年度案件とし、詳細設計、工事／調達の期間は、

3-2-4-4 実施工程に示したとおり。

・その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施さ

れるものとする。
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3-5-2 運営・維持管理費

本計画で整備される道路施設は、実施機関である民族国境地域局により維持管理が

行われる。

維持管理に必要な年間の費用は、約US＄20,410 と見込まれる。

その内訳を表3-5-2-1に示す。

また、本計画で建設される修理工場設備および供与される道路建設用機材は同じく

民族国境地域局により運営・維持管理が行われる。

資機材の維持管理に必要な必要は約US$62,170 と見込まれる。

その内訳を表3-5-2-2に示す。
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3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項

(1) 工事運営組織の設置

日本側負担で実施するパイロット事業の中でソフト・コンポーネントを導入し、

先方の工事運営組織の人員に対して技術移転を図る。このため、先方実施機関は、

実際の工事運営組織となる道路・橋梁小委員会に適切な人員を任命し、日本側工事

の実施前に、実施場所であるラウカイに組織配置を完了しておく必要がある。

また、この工事運営組織は「ミ」国側負担工事を実施するのみならず、コーカン

地区に建設される修理工場と砕石プラントを適切に運用・管理していくひつようが

ある。

(2) 「ミ」国側負担工事の実施

日本側負担で実施する道路改修工事は、あくまでも技術移転を目的としたパイロ

ット事業であり、プロジェクトの効果発現のためには「ミ」国側負担で実施する道

路改修の完了が必要不可欠である。よって、実施機関が必要な予算措置を行い遅滞

なく工事を実施する必要がある。



第４章

プロジェクトの妥当性の検証
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証

4-1 プロジェクトの効果

プロジェクトの完了により期待される効果は以下のとおりである。

(1) 直接効果

現状と問題点 本計画での対策 計画の効果・改善程度

１．雨季に発生する路面の泥濘 パイロット事業による舗 車種によらず通年にわた

化・轍掘れによって一部の 装工事の実施及び舗装用 る通行が確保される。

車両（車高が高くタイヤチ 機材の供与

ェーンを装着）を除き約６

ヶ月間ほぼ通行不能とな
る。

２．道路構造上の不具合及び路 パイロット事業による道 条件を問わず通年にわた

面の不陸等の要因で、対象 路構造及び路面状況の改 って一般車両による通行

区間の通行所要時間は最良 善と道路改修工事に必要 所要時間は３時間15分に

の条件下で４時間30分を要 な機材の供与 短縮される。

する。

３．急勾配の昇降を繰り返すこ パイロット事業による縦 車両の負荷が軽減し故障

とによりオーバーヒート等 断線形の改良及び舗装工 頻度が減少する。

の車両故障が頻発してい 事の実施と道路改修工事

る。 に必要な機材の供与

(2) 間接効果

現状と問題点 本計画での対策 計画の効果・改善程度

１．沿線村落で開催されている パイロット事業による道 通年にわたり道路交通が

五日市場も雨季には交通が 路改修工事の実施と道路 確保され、市場での取扱

遮断されるために市場の活 改修工事に必要な機材の 品目・流通量が増加す

況が失われる。 供与 る。ひいては沿線農民の

生産意欲の増大につなが

る。

２．転換作物の導入を図る上で パイロット事業による道 通年にわたり種子・肥料

必要である種子・肥料の輸 路改修工事の実施と道路 の輸送が容易になり転作

送が困難であり、北部地域 改修工事に必要な機材の 活動の促進に寄与するこ

での活動を阻害している。 供与 とができる。

３．道路状況が劣悪なため公共 パイロット事業による道 走行性の向上に伴い車両

交通機関が発達していない 路改修工事の実施と道路 運転経費が減少し、競合

とともに雨季には通行が不 改修工事に必要な機材の 乗合車両の参入が予測さ

定期となり路面状況によっ 供与 れ、ひいては区間運賃の

て割高な運賃を請求される 低下もしくは通年同一定

など、域内移動自体が困難 額制が導入されると見込

となる。 まれる。



4 - 2

4-2 課題・提言

プロジェクトの効果発現のために「ミ」国側が取組むべき課題は以下のとおりであ

る。

(1) 工事運営組織の設置

日本側負担で実施するパイロット事業の中でソフト・コンポーネントを導入し、

先方の工事運営組織の人員に対して技術移転を図る。このため、先方実施機関は、

実際の工事運営組織となる道路・橋梁小委員会に適切な人員を任命し、日本側工事

の実施前に、実施場所であるラウカイに組織配置を完了しておく必要がある。

また、この工事運営組織は「ミ」国側負担工事を実施するのみならず、コーカン

地区に建設される修理工場と砕石プラントを適切に運用・管理していく必要があ

る。

(2) 「ミ」国側負担工事の実施

日本側負担で実施する道路改修工事は、あくまでも技術移転を目的としたパイロ

ット事業であり、前節4-1に述べたプロジェクトの効果発現のためには「ミ」国側

負担で実施する道路改修が必要不可欠である。よって、実施機関が必要な予算措置

を行い遅滞なく工事を実施する必要がある。

(3) 施設・機材の維持管理

本計画において建設される修理工場および調達される資機材は効果の持続性確保

のために適切な維持管理が必要である。よって実施機関は必要な予算措置を行い、

適切な維持管理を行う必要がある。これはプロジェクトにおいて改修される道路に

ついても同様である。

(4) 交通安全の啓蒙

現在より走行速度が上がった場合、地形的制約により改修が困難なため、不十分

な小半径や視距不足の曲線部も数多く残っているなどしていることから、衝突事故

や転落事故の増加を防ぐために 「ミ」国側および第一特別自治区によって、当該、

道路を利用する運転手に対する交通安全の啓蒙活動を実施することが望まれる。

(5) 継続した道路改修計画

前節3-2-1に述べたように、対象道路の山側切土法面には、いつ崩壊や地滑りを

起こしても不思議ではない箇所が多数存在している。一旦、大規模な崩落が起こる

と、道路は通行不能となり、迂回路も無いことから、地域分断の状況に陥ってしま
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う。また、交通量が飛躍的に増加した場合には、待避所の増設が必要になる。よっ

て「ミ」国側はプロジェクトの負担工事が完了した後についても改修計画を検討し

ておくことが望ましい。

4-3 プロジェクトの妥当性

プロジェクトの妥当性を検証するに当たり、以下の項目について検討を行った。

(1) 裨益人口

対象道路沿線住民：約６万人

コーカン地区住民：約19万人

(2) 緊急性

対象道路は沿線住民の生活および生産活動に密着した道路であり、雨季の約６ヶ

月間に及ぶ通行不能の状態は地域分断を生じている。よって、これは民生の安定お

よび住民の生活改善のために緊急的に解決すべき課題である。

(3) 上位計画への貢献

国境省が推進するケシ栽培撲滅プロジェクトは、代替作物への転換と農村基盤整

備を行うものであり、コーカン地区の重要路線である対象道路の通年開放は、これ

まで雨季に支障を来たしてきた作物転換の普及活動、農村整備事業の実施に非常に

大きく貢献するものと判断される。

また、ラウカイ地方和平開発委員会が策定した2001～2005年度の５ヶ年計画で策

定されている、北部中国国境のホンアイまでの道路整備計画に対しても、計画の一

部を本計画で実施することになり、大きく貢献する。

(4) 運営・管理能力

本調査において計画されたプロジェクト内容は高度な技術を必要とするものでな

く 「ミ」国においても一般的に普及しているものである。しかしながら実務を担、

当する工事運営組織が新たに創設される組織であることから、ソフト・コンポーネ

ントを導入することにより、運営・維持管理能力の向上を図り、確実ものとするこ

とができると判断される。

(5) 収益性

前節4-1に述べたようにプロジェクトによる経済効果は大きいと期待されるが、

それによって「ミ」国政府および第一特別自治区に直接の収益をもたらすものでは
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無い。

(6) 環境への影響

乾季における土埃の抑制、雨季における泥流の発生の抑制などの環境面での効果

が期待できるが、プロジェクトは現道の改修であり、環境に与える負の影響はほと

んどないと判断される。

(7) 無償資金協力の制度

我が国の無償資金協力の制度がプロジェクトの実施に支障となることはなく、ま

た、本計画は無償資金協力の制度の枠内で無理のない事業内容と工程計画を策定し

ており、特段の困難なく実施可能である。

4-4 結 論

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェク

トが広くコーカン地区住民の基礎的生活条件の向上に寄与し、ケシ撲滅の推進に資す

るものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施

することの意義は大であると判断される。しかし、本プロジェクトの実施には、先方

実施機関が必要な予算措置を行って、対象道路の改修工事（日本側施工のパイロット

事業実施区間を除く）を遅滞なく実施することが必要条件である。



資料１ 調 査 団 員 ・ 氏 名
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資料１ 調査団員・氏名

1) 現地調査時

山 田 好 一 団 長 国際協力事業団

（第２次官ベース） 無償資金協力部

業務第３課 課長

梅 永 哲 団 長 国際協力事業団

（第１次官ベース） 無償資金協力部

業務第３課 課長代理

三 浦 実 業務主任／ ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

道路維持管理計画

小 宮 雅 嗣 副業務主任／ 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ ㈱

発電土木／電力計画

相 良 秀 孝 道路改良 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

平 岡 一 幸 測 量 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

（道路）

相 澤 正 雄 土木地質 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

（道路、小水力発電）

田 中 清 房 発電機械 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ ㈱

中 川 和 夫 測 量 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ ㈱

（小水力発電／道路） （補強）

飯 田 将 弘 農村調査 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

（補強）

谷 津 哲 夫 施工計画／ 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ ㈱

調達計画／積算

村 上 啓 一 土木地質／業務調整 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

佐 藤 正 業務調整 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

（自社補強）
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2) 概要説明調査時

上 田 晋 団 長 外務省経済協力局

無償資金協力課

外務事務官

小 森 克 俊 計画管理 国際協力事業団

無償資金協力部

業務第三課

三 浦 実 業務主任／ ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

道路維持管理計画

小 宮 雅 嗣 副業務主任／ 八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ ㈱

発電土木／電力計画

相 良 秀 孝 道路改良 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

古 川 玲 道路機材計画 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

村 上 啓 一 業務調整 ㈱ 片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

（自社補強）



資料２ 調 査 行 程
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資料２ 調査行程

1) 現地調査時（平成13年３月５日～６月30日）

日順 月 日 項 目

１ ３月５日（月） 梅永、三浦、相良、平岡、飯田、村上

東京発ヤンゴン着

２ ３月６日（火） ＪＩＣＡミャンマー事務所、在日本国大使館と打合せ

３ ３月７日（水） 国境省へ表敬および協議

４ ３月８日（木） ６名ヤンゴン～マンダレー～ラシオ（移動）

５ ３月９日（金） ソバプロジェクトチームと打合せ

６名ラシオ～ラウカイ（移動）

６ ３月10日（土） KHA SAAH、国境省事務所、第１特別自治区と協議

７ ３月11日（日） 道路サイト調査（ラウカイ～コンジャン～ラウカイ）

８ ３月12日（月） 小水力サイト調査（ラウカイ～ターシェータン～チャーシ

ーシュ～ラウカイ）

９ ３月13日（火） ラウカイ周辺調査（発電所等）

10 ３月14日（水） 国境省、第１特別自治区と協議

11 ３月15日（木） 協議議事録の署名

12 ３月16日（金） 資料とりまとめ

13 ３月17日（土） 梅永、三浦、ラウカイ～ラシオ（移動）

他団員は現地調査

14 ３月18日（日） ２名ラシオ～マンダレー～ヤンゴン（移動）

梅永 ヤンゴン発

15 ３月19日（月） ＪＩＣＡミャンマー事務所へ報告

梅永 東京着

16 ３月20日（火） 三浦 ヤンゴン～ラシオ（移動）

17 ３月21日（水） ソバプロジェクトチームと打合せ

三浦ラシオ～ラウカイ（移動）

18～25 ３月22日～ サイト調査、関係機関と協議

３月29日
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日順 月 日 項 目

26 ３月30日（金） 佐藤 東京発

27 ３月31日（土） 佐藤 ヤンゴン着～マンダレー（移動）

28 ４月１日（日） 佐藤 ラウカイ着

30 ４月３日（火） 三浦 ラウカイ～ラシオ～マンダレー（移動）

31 ４月４日（水） 三浦 マンダレー～ヤンゴン（移動 、相澤 東京発）

32 ４月５日（木） 国境省、ＵＮＤＣＰ、ＪＩＣＡミャンマー事務所、

在日本国大使館と協議、相澤 ヤンゴン着

34 ４月７日（土） 三浦 ヤンゴン発、相澤 ラウカイ着

35 ４月８日（日） 三浦 東京着

36～39 ４月９日～ サイト調査、資料収集

４月12日

40 ４月13日（金） 三浦 東京発

41 ４月14日（土） 三浦 ヤンゴン着、ＪＩＣＡミャンマー事務所と協議

43 ４月16日（月） 三浦 ラウカイ着、飯田 ヤンゴン着

44 ４月17日（火） 飯田 ヤンゴン発

45 ４月18日（水） 飯田 東京着

46～69 ４月19日～ サイト調査、資料収集

５月12日

70 ５月13日（日） 山田 東京発ヤンゴン着

71 ５月14日（月） ＪＩＣＡミャンマー事務所、在日本国大使館、国境省と

協議

72 ５月15日（火） ヤンゴン～マンダレー～ラシオ（移動）

平岡 ヤンゴン着

73 ５月16日（水） ラシオ～ラウカイ（移動）

74 ５月17日（木） 第１特別自治区、KHASAAHと協議

75 ５月18日（金） 協議議事録協議・署名

76 ５月19日（土） 山田 三浦 相良 相澤 佐藤 ラウカイ～マンダレー 移、 、 、 、 （

動）
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日順 月 日 項 目

77 ５月20日（日） ５名マンダレー～ヤンゴン（移動）

78 ５月21日（月） 国境省と議事録署名

UNDCP、在日本国大使館、ＪＩＣＡミャンマー事務所報告

79 ５月22日（火） 山田、三浦、相良、平岡、相澤、佐藤 ヤンゴン発

80 ５月23日（水） ６名 東京着

中川ラウカイにて現地合流

81～91 ５月24日～ サイト調査、資料収集

６月３日

92 ６月４日（月） 村上 ヤンゴン着

93～96 ６月５日～ サイト調査、データ整理

６月８日

97 ６月９日（土） 村上 ヤンゴン発

98 ６月10日（日） 村上 東京着

99～ ６月11日～ サイト調査、データ整理

113 ６月25日

114 ６月26日（火） 中川 ラウカイ～マンダレー（移動）

115 ６月27日（水） 中川 マンダレー～ヤンゴン（移動）

116 ６月28日（木） ＪＩＣＡミャンマー事務所報告

117 ６月29日（金） 中川 ヤンゴン発

118 ６月30日（土） 中川 東京着
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2) 概要説明調査時（平成13年８月21日～９月９日）

日順 月 日 項 目

１ ８月21日（火） 村上 東京発ヤンゴン着

２ ８月22日（水） ＪＩＣＡミャンマー事務所打合せ、国境省協議

３ ８月23日（木） 古川 東京発ヤンゴン着

４～５ ８月24日～ 団内打合せ

８月25日

６ ８月26日（日） 上田、小森、三浦、相良 東京発ヤンゴン着

７ ８月27日（月） ＪＩＣＡミャンマー事務所、在日本大使館打合せ

国境省協議

８ ８月28日（火） 団内打合せ

９ ８月29日（水） 国境省協議

10 ８月30日（木） ヤンゴン～マンダレー（移動）

11 ８月31日（金） マンダレー～ラウカイ（移動）

そばプロジェクトチーム打合せ

12 ９月１日（土） ＫＨＡ ＳＡ ＡＨ、第一特別自治区協議

協議議事録の署名

13 ９月２日（日） ラウカイ～ラシオ（移動）

14 ９月３日（月） ラシオ～マンダレー～ヤンゴン（移動）

15 ９月４日（火） 国境省協議、協議議事録の署名

在日本大使館、ＪＩＣＡヤンゴン事務所報告

上田、小森 ヤンゴン発

16 ９月５日（水） 上田、小森 東京着、古川 ヤンゴン発

17 ９月６日（木） 古川 東京着

18 ９月７日（金） 資料収集、データ整理

19 ９月８日（土） 三浦、相良、村上 ヤンゴン発

20 ９月９日（日） ３名 東京着



資料３ 関 係 者 リ ス ト
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資料３ 関係者リスト

所属及び氏名 職 位

（ ）国境省 民族国境地域局 Progress of Border Area and National Races Department: PBANRD

Mr. Than Swe Director General

Mr. Than Luin Director General

Mr. Myint Swe Deputy Director General

Mr. Mej Kay Myint Director

Mr. Nyi Nyi Director

Mr. Aye Lwin Deputy Director

Mr. Tu Aung Assistant Director

Mr. Thet Lwin Staff Officer

Mr. Meung Meung Laukai Office Manager

第一特別自治区･コーカン（Special Region No.1 / Kokang）

Mr. Phon Kyat Shin Chairman

Mr. Phog Kyae Phu Vice Chairman

Mr. Phon Ta Shwin Head of Planning & Commerce Department

Mr. Poi Saw Chin Deputy Head of Planning & Commerce Dep. (Road)

Mr. Myint Swe Director of Planning & Commerce Dep. (Power)

Mr. Li Chen Bing Member of Planning & Commerce Dep. (Kokang TV)

Mr. Wan Ko Kpin Chief

Mr. Sai Aung Mint Secretary 1 of Communication Dep.

Mr. Kim Maong Sew Secretary

Mr. Lee Chong Chen Secretary

ラウカイ地方和平開発委員会（KHA SA AH）

Mr. Zaw Wein 1st Leader

Mr. Tin Ohn 2nd Leader

Mr. Yu Lwin Member

国連薬物統制計画（UNDCP）

Mr. Jean Luc Lemahieu Representative

Ms. Yasuyo Yamaguchi Program Officer
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チャーシーシュ村

Mr. Yui Ko Show 1st Leader

シュワシャイ村

Mr. Lee Su Lon Leader

ターシェータン村

Mr. Ury Tay Tan 1st Leader

Mr. Lee Sun Lin 2nd Leader

マーシーシ村

Mr. Chin Lon Wai Leader

在ミャンマー日本国大使館

伊藤 直樹氏 参事官

古川 和弘氏 二等書記官

橋本 雅道氏 二等書記官

JICAミャンマー事務所

青木 利道氏 所長

小塚 英二氏 所員

今村 甲 氏 専門家

JICAそばプロジェクト専門家（ラシオ）

氏原 暉男氏 専門家

石井 哲也氏 専門家

大池 雄二氏 専門家

吉田 実 氏 専門家



資料４ 当 該 国 の 社 会 経 済 状 況

（ 国 別 基 本 情 報 抜 粋 ）
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ミャンマー連邦

The Union of Myanmar

一般指標

政体 軍事体制（暫定政府） *1 首都 ヤンゴン（Yangon） *2

元首 国家平和開発評議会 SPDC *1,3 主要都市名 ﾏﾝﾀﾞﾚｰ､ﾓｰﾗﾐｬｲﾝ､ﾊﾞﾃｲﾝ *3（ ）

議長／タン・シュエ 雇用総数 23,566千人（1998年） *6

独立年月日 1948年１月４日 *3,4 義務教育年数 ５年間（ 年） *13

主要民族／部族名 ﾋﾞﾙﾏ族68.9％ ｼｬﾝ族8.4％ *1,3 初等教育就学率 120.9％（1997年） *6、 、

ｶﾚﾝ族6.2％ 中等教育就学率 29.5％（1997年） *6

主要言語 ミャンマー語 *1,3 成人非職学率 15.3％（2000年） *13

宗教 仏教90％、ｷﾘｽﾄ教、回教等 *1,3 人口密度 67.62人／ （1998年） *6

国連加盟年 1948年４月19日 *12 人口増加率 1.5％（1980年） *6

世銀加盟年 1952年１月３日 *7 平均寿命 平均60.60 男59.00 *10

ＩＭＦ加盟年 1952年１月３日 *7 女62.30

国土面積 680.00千 *1,6 ５歳児未満死亡率 118／1000（1998年） *6

総人口 44,464千人（1998年） *6 カロリー供給量 2,862.0cal/日/人 1997年 *10（ ）

経済指標

通貨単位 チャット（Kyat） *3 貿易量 （1999年）

為替レート １US$＝6.71 2001年６月 *8 商品輸出 1,125.2百万ﾄﾞﾙ *15（ ）

会計年度 Mar.31 *6 商品輸入 -2,115.9百万ﾄﾞﾙ *15

国家予算 （1997年） 輸入ｶﾊﾞｰ率 1.6（月 （1998年） *14）

歳入総額 86,690百万ﾁｬｯﾄ *9 主要輸出品目 農産物、林産物、水産物、 *1

歳出総額 98,426百万ﾁｬｯﾄ *9 鉱産物

総合収支 -44.4百万ﾄﾞﾙ（1999年） *15 主要輸入品目 機械類、輸送・建築資材、 *1

ＯＤＡ受取額 58.7百万ﾄﾞﾙ（1998年） *18 工業原材料

国内総生産 GDP 百万ﾄﾞﾙ（1998年） *6 日本への輸出 101百万ﾄﾞﾙ（1999年） *16（ ）

一人当たりＧＮＰ ﾄﾞﾙ （1998年） *6 日本からの輸入 185百万ﾄﾞﾙ（1999年） *16

ＧＮＰ産業別構成 農業 53.2％ 1998年 *6（ ）

鉱工業 9.0％ 1998年 *6 粗外貨準備額 381.5百万ﾄﾞﾙ（1998年） *6（ ）

ｻｰﾋﾞｽ業 37.8％ 1998年 *6 対外債務残高 5680.4百万ﾄﾞﾙ（1998年） *6（ ）

産業別雇用 農業 男 ％、女 ％ *6 対外債務返済率 5.3％（1998年） *6

（ ） （ ）1992年 ＤＳＲ

鉱工業 ％ ％ *6 インフレ率 26.8％（1990～98年） *6

1992年 （消費者価格物価（ ）

ｻｰﾋﾞｽ業 ％ ％ *6 上昇率）

（ ）1992年

実質ＧＤＰ成長率 6.3％（1990年） *6 国家開発計画 *11

*4,5気象 （1961年～1990年平均） 観測地：ヤンゴン（北緯16度46分、東経96度10分、標高15ｍ）

平均／計月 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12

2426.1mm降 水 量 1.6 2.0 52.3 59.0 359.0 532.2 447.4 476.8 280.0 146.0 48.2 21.6

27.3℃平均気温 25.1 26.3 28.7 30.2 29.3 27.4 26.9 27.0 27.4 27.5 27.1 24.1

*1 各国概況（外務省） *9 Government Finances Statistics Yearbook 1999(IMF)

*2 世界の国々一覧表（外務省） *10 Human Development Report 2000(UNDP)

*3 世界年鑑2000（共同通信社） *11 Country Profile (EIU), 外務省資料等

*4 最深世界各国要覧10訂版（東京書籍） *12 United Nations Member States

*5 理科年表2000（国立天文台編） *13 Statistical Yearbook 1999 (UNESCO)

*6 World Development Indicators 2000 *14 Global Development Finance 2000 (WB)

*7 The World Bank Public Information Center, *15 International Finances Statistics 2000 (IMF)

*16 世界各国経済情報ファイル2000（日本貿易振興会）International Financial Statistics

Yearbook 1998

*8 Universal Currency Converter 注：商品輸入については複式簿記の計上方式を採用している

ため支払い額はマイナス標記になる。

2001年７月24日
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2001年７月24日

ミャンマー連邦

The Union of Myanmar

我が国におけるＯＤＡの実績 （資金協力は約束額ベース、単位：億円） *17

項目 暦年 1995 1996 1997 1998 1999

技術協力 5.99 4.93 6.33 7.68

無償資金協力 158.99 80.97 41.22 52.92

有償資金協力 0.00 0.00 0.00 0.00

総 額 164.98 85.90 47.55 60.60

当該国に対する我が国ＯＤＡの実績 （支出純額、単位：百万ドル） *17

項目 暦年 1995 1996 1997 1998 1999

技術協力 12.16 9.87 9.28 11.01

無償資金協力 139.27 101.98 55.14 47.01

有償資金協力 -37.19 -76.65 -49.59 -41.94

総 額 114.23 35.19 14.83 16.09

ＯＥＣＤ諸国の経済協力実績 支出純額 単位：百万ドル *18（ 、 ）

贈与(1) 有償資金協力 政府開発援助 経済協力総額その他政府資金

(2) (ODA) (3)+(4)(無償資金協力 及び民間資金(4)

(1)+(2)=(3)・技術協力）

二国間援助 71.6 -44.2 27.4 95.9 123.3

（主要供与国）

１．Japan 58.0 -41.9 16.1 -29.7 -13.6

２．Norway 2.4 0.0 2.4 0.0 2.4

３．Netherland 1.9 0.0 1.9 0.1 2.0

４．Australia 1.8 0.0 1.8 0.0 1.8

多国間援助 29.5 1.8 31.3 0.0 31.3

（主要援助機関）

１．UNDP 16.6 0.0 16.6

２．UNICEF 6.6 0.0 6.6

その他

合 計 101.1 -42.4 58.7 95.9 154.6

援助受入窓口機関 *19

技術協力 : 国家計画・経済開発省対外経済関係局（FERD）

無 償 : 国家計画・経済開発省対外経済関係局（FERD）

協 力 隊 : 国家計画・経済開発省対外経済関係局（FERD）

*17 我が国の政府開発援助1999（国際協力推進協会）

*18 International Development Statistics (CD-ROM) 2000 OECD

*19 JICA資料



資料５ 討 議 議 事 録 （ M / D ）
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事 前 評 価 表 （ 無 償 資 金 協 力 ）

１．対象事業名

ミャンマー連邦 シャン州北部コーカン地区道路建設機材整備計画

２．我が国が援助することの必要性・妥当性

(1) ミャンマーは、我が国と緊密で良好な関係を有し、独立後一貫して親日国であること、

及び同国の大きな開発ニーズを踏まえ、他の東南アジア諸国と並んで我が国援助の重

点国の一つとして位置付けられていたが、1988年の政変以降は、一定の分野を除いてミ

ャンマーへの経済協力は実質上停止されていた。1995年7月のスー・チー女史の自宅軟

禁解除等に見られる事態の進展を受け、上記方針を一部見直し、同国の民主化及び人権

状況の改善を見守りつつ、既往継続案件や民衆に直接裨益する基礎生活分野の案件を中

心に協力が実施されている。99年11月の日・ミャンマー首脳会談の際、小渕総理より、

ミャンマーの経済構造調整支援を行う用意がある旨表明したことを踏まえ、日本、ミャ

ンマーの政府、産業界、学会からなる合同タスクフォースが設立され、支援が開始され

ている。

(2) ミャンマーにおいて少数民族が居住する地区は政治的地理的な制約条件から開発が非常

に遅れており、基本的インフラ整備が行われていないため生活水準が極めて低い状況に

ある。シャン州北部コーカン地区は山岳地帯で耕地も限られており、換金作物としての

ケシ栽培が長年行われてきた。ミャンマー国政府は、少数民族の生活水準向上とケシ栽

培撲滅を目的として、新たな換金作物への転換と農業･農村基盤整備事業を行うケシ撲

滅プロジェクトを推進している。

(3) 当該国の社会･経済事情については、資料4の「当該国の社会･経済事情」参照。

３．協力対象事業の目的（プロジェクト目標）

協力対象事業の目的は、コーカン地区の劣悪な道路を改善し、雨季でも通行可能な道路と

することで、住民の生活環境の改善、ひいてはケシ栽培撲滅のための代替作物導入を支援す

ることである。

４．協力対象事業の内容

(1) 対象地域

シャン州北部コーカン地区

(2) アウトプット

対象区間において雨季においても支障なく通行できる道路が整備される。

(3) インプット

①道路建設機材の供与

②機材修理工場の建設及び設備の供与

③パイロット事業としての道路改修工事の実施（延長10.04km）

（残りの区間の道路改修は先方負担工事とする ）。

④調達機材の運営･維持管理及び施工監理技術向上に係るソフト･コンポーネント

(4) 総事業費

13.92億円（日本側負担分 5.84億円 「ミ」国側負担分 8.08億円）、

(5) スケジュール

）工事工程:約15ヶ月(実施設計:約5ヶ月(入札業務も含む)､施設建設/機材調達:約10ヶ月
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(6) 実施体制

先方責任機関･実施機関:少数民族国境地域開発省 民族国境地域局

・対象区間の改修工事（日本側施工パイロット事業区間を除く 、機材修理工場の運営、）

建設機材の点検整備および改修工事完了後の維持管理業務は民族国境地域局道路局が

組織･任命する道路･橋梁小委員会が行う。

５．プロジェクトの成果

(1)プロジェクトにて裨益を受ける対象の範囲及び規模

直接裨益人口：対象道路沿線住民 約６万人

間接裨益人口：コーカン地区住民 約19万人

(2)事業の目的(プロジェクトの目標)を示す成果指標

1) 通行不能期間の排除

対象区間が舗装されることにより通年に渡って供用可能となる。

通行不能期間 通行可能車種

現 在 値 約６ヶ月 四輪駆動車、ﾁｪｰﾝ装着車

改 修 後 なし 全車種

2) 通行所要時間の短縮

走行性が向上する結果､通行所要時間が短縮される。

所要時間 平均速度

現在値(2001年) 高速車 4時間30分 14km/h

改修後(設計値) 全車種 3時間15分 20km/h

3) 車輌故障の抑制

（ ） 、路面の平坦性と走行性の向上が得られることにより車輌 特に駆動系 の負担が軽減し

故障頻度が減少する。

4) その他の成果指標

・種子･肥料の通年にわたる輸送の実現により､ケシ栽培から代替作物への転換活動が促進

される

・通年にわたる交通が確保されることにより､五日市場の活性化など経済活動が促

進される。

・乗り合いバスの運賃が安くなる。

６．外部要因リスク

(1) 自然災害に対する適切な対処

対象道路は山岳道路であり急峻な山腹を縫うように走っているため、山側切土斜面の地

滑りや崩落等による道路閉鎖が起こった場合に､｢ミ｣国側による適切な対処が必要であ

る。

７．今後の計画評価計画

(1) 事後評価に用いる成果指標

① 通行所要時間

② 普通乗用車の年間走行不能日数

③ 平均日交通量

(2) 評価のタイミング

日本側事業終了後、６年後以降に事後評価予定



資料７ 参考資料／入手資料リスト
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資料８ 調査対象道路の現状

現地踏査は、第一特別自治区（Special Region No.1）の道路担当からカウンターパート

を同行し、実施した。

雨期における調査対象道路の現状のインベントリー・データにより示した車両通行の支障

要因は次のとおりである。

① ヘアピンカーブ箇所（約60ヶ所）

② 湧水箇所の滞水、轍掘れ（約３ヶ所）

③ 沢地流水箇所の侵食、轍掘れ（約53ヶ所）

④ 敷石路面の泥土化、轍掘れ（ラウカイ～コンジャンの敷石路面の略全線）

⑤ 土道の轍掘れ、泥土化（ターシェータン～チャーシーシュ区間の略全線、ラウカイ～

コンジャンの土道部分の略全線）

⑥ 法面（山側）崩落箇所（約36ヶ所）

⑦ 法面（谷側）崩落箇所（約８ヶ所）

道路改修の工法検討の留意事項は、上記の雨期における車両通行の支障要因以外に、山岳

道路（縦断勾配：急勾配、平面線形：ヘアピンカーブ箇所が多数あり、全線が曲線部の連

続）であることを考慮しなければならない。

各々の車両通行支障要因の概要は次のとおりである。

① ヘアピンカーブ箇所：

・ヘアピンカーブ箇所は約60ヶ所ある。

・路面は割石（15～20㎝）の敷石路面、所によっては簡易舗装を施している箇所もあ

る。総体的に路面は凹凸が激しく、また、敷石が剥離している箇所がある。路面状

況は劣悪である。

・縦断勾配は、波状の急勾配で、所によっては曲線内側の勾配が20％を越える箇所が

多数ある。

・平面線形は、全体的に曲線半径が小さく、所によっては内側半径が、Ｒ＝4.0ｍに満

たない箇所が多数ある。

。 、 、・乾期においても登坂に支障を来す箇所が多数ある 雨期においては 路面の泥土化

敷石の剥離が激しくなり路面は更に劣悪な状況となる。登坂に際し、スリップ現象

が多発し、車両通行は困難を極め、危険である。
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② 湧水箇所の滞水、轍掘れ：

・湧水箇所は約３ヶ所ある。

・乾期においても伏流水の湧水により路面滞水および轍掘れ発生のため車両通行に支

障を来している。

・雨期は、湧水が更に増大し、路面滞水が深くなり、轍掘れを誘発している。滞水と

劣悪な路面状況のため車両通行は困難を極める。降雨時は通行不可能である。

③ 沢地流水箇所の侵食、轍掘れ：

・沢地流水箇所は約53ヶ所ある。

・乾期の流水は殆どないものの、横断排水構造物が設置されていないか、または、設

置されていても木製の排水施設であるため破損が著しく、谷側法面の侵食、路面の

侵食および轍掘れが発生している。

・雨期には流水が増大し、法面・路面の侵食および轍掘れが増長し、車両通行に著し

い支障を与え危険である。

④ 敷石路面の泥土化、轍掘れ：

・ラウカイ～コンジャンの敷石路面のほぼ全線にわたり、この現象が発生する。

・敷石路面（15～20㎝）は、全体的に凹凸が激しく轍掘れ箇所も多数ある。乾期にお

いては通行可能な状態である。

、 、 （ ） 、・雨期においては 路面が泥土化し 道路縦断勾配が急勾配 山岳道路 であるため

通行車両はスリップを起こし危険な状態である。特に、道路横断凹部において、こ

。 、 、 、の現象が顕著である また 路面敷石の不等沈下が進み 轍掘れが更に激しくなり

路面は劣悪な状況となる。車両通行は困難を極め、危険が伴う。

⑤ 土道の轍掘れ、泥土化：

・ターシェータン～チャーシーシュ区間のほぼ全線、およびラウカイ～コンジャンの

土道区間のほぼ全線に、この現象が発生する。

・乾期においても轍掘れの区間が多数あり、車両通行に支障を来している。

・雨期は轍掘れ、泥土化の現象が著しくなり車両通行は不可能となる。

⑥ 法面（山側）崩落箇所：

・山側の法面崩壊危険箇所は約36ヶ所ある。

・乾期および雨期を問わず土砂崩壊が断続的に起こっている。ただし、小規模な崩落

である。崩落土が路面に堆積し車両通行に支障を来し危険である。

・雨期には崩落の規模が増大し、危険であり車両通行止が頻発する。
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⑦ 法面（谷側）崩落箇所：

・谷側の路肩および法面の崩落危険箇所は約８ヶ所ある。

。 、・乾期および雨期を問わず土砂崩壊が継続的に起こっている 車道幅を極端に狭め

車両通行が危険である。

・雨期には崩落の規模が増大し、車両通行止が頻発する。

調査対象道路全区間の路面状況を主要項目とした、雨期における道路の現状のインベント

リー・データを表8-1に示す。
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資料９ 路線測量

本調査の対象区間約72㎞（ラウカイ～コンジャン間約64㎞、ターシェータン～チャーシ

ーシュ間約８㎞）の基本設計を行うため、下記の測量を実施した。なお、路線測量の成果

品は基本設計図面に反映されている。

１．路線測量

。 。既存道路に沿って路線測量を実施した 路線測量に使用した仕様は次のとおりである

1) 基準点・水準点設置

道路沿い約１㎞間隔にコンクリート杭を設置し、ＧＰＳにより平面座標および基

準高を観測した。さらに、100ｍ間隔で木杭を設置し、トラバース測量にて平面座標

を、水準測量にて基準高を与えた。

2) 中心線測量

現道は中心線を最大20ｍ間隔で観測し、曲線部においては一般的に用いられるＩ

Ｐ法でなく、観測点間隔を狭くして平面線形を観測した。

3) 縦断測量

現道の中心線に沿って水準測量を実施した。最大20ｍ間隔で観測し、100ｍ毎の仮

水準点と閉合させた。

4) 横断測量

現道の中心線上100ｍ毎に中心線の垂線方向に左右各15ｍの範囲で水準測量を実施

した。地形の変化点は必ず観測を行い、家屋、柵、側溝等が存在する場合には野帳

に記入して平面図に反映させた。

5) 平面測量

現道の中心線より左右各15ｍの範囲で平面測量を実施し、家屋、小屋、電柱等の

人工物と地形変化、滞水域、土地利用等の道路脇環境の観測を行った。

２．成果品

路線測量の成果を以下の縮尺にて作図した。

平面図 １／1,000

縦断図 縦 １／100 横 １／1,000

横断図 １／200
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資料10 地質調査

１．土質試験

本調査の対象道路の路床土の強度を把握するため、現地踏査を通じて試験箇所を選

定し、滞水箇所３ヶ所を含む合計22ヶ所についてＣＢＲ試験を実施した。試験位置を

図10-1に、試験結果を表10-1に示す。

また、上記路床土試験とは別に、山側法面を主体に斜面調査用簡易貫入試験器や、

コノエ探査棒等を用いて斜面調査を実施した。この調査において斜面を構成する地質

を岩・軟岩・巨石混じり土・土の４種に分類し、測量横断図に岩盤線を記入した。斜

面調査の成果品は基本設計図面に反映されている。

２．材料試験

現地踏査および聞取調査等により対象道路近傍において有望な３ヶ所の採石場候補

地を選定した。この候補地において試料を採取し、下記の試験を実施した。

細骨材：ふるい分け試験

比重試験

安定性試験

粗骨材：すりへり試験

比重試験

安定性試験

ＣＢＲ試験

採石場候補地を図10-1に、試験結果を表10-2に示す。
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表 10-1 路 床 土 試 験 結 果

分 類 含 水 比 比 重 ＣＢＲ値

ＴＰ１ 礫混シルト質砂 13.5％ 2.72 25

ＴＰ２ 砂礫混粘土質シルト 26.9％ 2.73 4

ＴＰ３ 礫混砂質シルト 14.1％ 2.72 27

ＴＰ４ 粘土質シルト 25.4％ 2.73 15

ＴＰ５ 砂礫混粘土質シルト 19.8％ 2.72 17

ＴＰ６ 砂礫混粘土質シルト 25.9％ 2.73 16

ＴＰ７ 砂礫混粘土質シルト 19.0％ 2.69 24

ＴＰ８ 砂礫混粘土質シルト 19.8％ 2.69 20

ＴＰ９ 砂礫混粘土質シルト 25.7％ 2.73 4

ＴＰ10 シルト混砂礫 8.6％ 2.72 63

ＴＰ11 砂礫混粘土質シルト 20.8％ 2.73 16

ＴＰ12 砂質シルト 8.3％ 2.69 42

ＴＰ13 シルト混砂礫 19.5％ 2.68 34

ＴＰ14 礫混シルト質砂 18.8％ 2.67 36

ＴＰ15 礫混砂質シルト 19.5％ 2.68 26

ＴＰ16 砂礫混シルト 13.2％ 2.68 28

ＴＰ17 砂礫混粘土質シルト 23.2％ 2.70 17

ＴＰ18 砂礫混粘土質シルト 22.8％ 2.70 23

ＴＰ19 砂礫混粘土質シルト 23.5％ 2.70 20

ＴＰ20 砂礫混粘土質シルト 17.2％ 2.72 22

ＴＰ21 シルト混砂礫 14.6％ 2.74 25

ＴＰ22 シルト混砂礫 13.4％ 2.72 25
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表 10-2 採 取 骨 材 試 験 結 果

候補地 骨材寸法 粗粒率 比重 安定性 すりへり ＣＢＲ

（㎜） （％）

№１ ＜５ 3.79 2.70 16.55

ターシェータン ５～10 5.82 2.72 9.34

付近 10～15 6.61 2.73 12.11

15～25 7.59 2.72 6.85 25.9

20～30 7.96 2.73 6.36 23.7

25～40 7.98 2.73 3.50 22.6

20～30 7.96 119

20～40 7.96 70

30～50 8.81

№２ ＜５ 3.27 2.47 11.04

２㎞付近 ５～10 5.85 2.60 11.05

10～15 6.56 2.68 14.91

15～25 7.56 2.68 13.96 24.6

20～30 6.99 2.69 7.18 22.9

25～40 5.99 2.70 8.04 24.1

20～30 7.92 114

20～40 7.98 57

30～50 8.60

№３ ＜５ 3.52 2.72 15.06

ラウカイ ５～10 5.94 2.73 23.19

南部 10～15 6.68 2.73 23.08

15～25 7.64 2.75 24.62 44.3

20～30 7.98 2.76 10.40 37.6

25～40 7.98 2.77 14.26 39.8

20～30 7.94 137

20～40 70

※ 骨材寸法 細骨材：＜５㎜

５～10㎜

10～15㎜

粗骨材：15～25㎜

20～30㎜

25～40㎜

路盤材：20～30㎜

20～40㎜

30～50㎜
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資料11 交通量調査

対象道路の交通量を的確に把握し、基本設計における施設の適切な構造、規模を決定す

るために、交通量調査を実施した。

調査位置

ラウカイ（老街） 一箇所

ターシェータン（大水塘） 幹線両端および支線の三箇所

シャオカイ（小街） 一箇所

コンジャン（拱掌） 幹線両端の二箇所

調査項目

車種別通行車両数（双方向）

車両区分を図11-1に示す。

調査日時

各調査位置につき乾季と雨季のそれぞれ２日間、６：00～18：00の12時間とし、内

１日は市場開催日に実施した。交通量は曜日にさほど影響を受けず、市場開催に合わ

せて発生するため、平日に限らずカウントを行った。また、雨季の調査日は、雨が降

り続いて通行不能の状態が一週間程続いた後に天候が回復した時期と一致してしまっ

たため、逆に集中して交通量が発生しており、乾季との大差は見られなくなってしま

った。

調査結果を表11-1に示す。



  Bicycle 自行車     Motor Cycle 摩托車 
 

     No. 1 Car 普通乗用車 
 

  No. 2 Jeep 四輪駆動車   No. 3 Pick Up 小型貨物車 
 
 

図 11‐1 交通量調査車輌区分 (１／２) 
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     No. 4 Truck 大型貨物車 
 

     No. 5 Traji 拖 立機 
 

  No. 6 Bus 巴士    No. 7 Cultivator 耕耘機 

 

図 11‐1 交通量調査車輌区分 (２／２) 
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資料12 農村調査

ラウカイからコンジャン間の調査対象道路沿いの13ヶ村と、農村電化対象農村10ヶ村を

調査した。この地域の農村状況に関する統計資料はないので、現地聞き取り調査と現地調

査で農村の現状を把握した。

(1) 農家の現状

「 」、「 」、「 」 。「 」 、農村の主な農産物は お茶 米 トウモロコシ である お茶 は商品作物

他の２つは主食など自給用である。ラウカイ近郷では都市近郷型の野菜栽培も盛んに

なってきている。経営耕地面積は一戸当たり平均２～３アール(a)の水田および畑で

ある。ほとんどの耕地は傾斜度18度以上の急傾斜面にあり、耕作道はほとんどない。

水稲の単収は1.0～1.5MT/haと低く、トウモロコシも1.0～2.0MT/haと低い。低収量の

原因は政府の農業支援サービスが行われていないことや、肥料の施用量が少なく、施

用法に無知なこと、高価な農薬散布が皆無なことによる。統計がないため、お茶の栽

培面積は推定困難であるが、聞き取りでは100年以上の古木もあった。農民は加工・

調整した「お茶」を５日間隔で開かれる「市」で販売し、調味料、灯油、衣服等の生

活必需品を購入している。農家規模は一戸平均７人であるが、家の用地や建設費の制

約から大家族制を保っている。農家の月額生活費は300から500元程度であり、そのほ

とんどが生活必需品である灯油、衣服、主食などの購入費に充当されている。家庭用

燃料は薪で、村内の薪炭林から採取・使用している。

(2) そばの栽培状況

「 」 「 」 。ミ 国政府はケシに代わる作物の一つとして そば の栽培・普及に努めている

日本国政府の技術協力の下に、1999年にはそばが1,000ａ作付けされた。2000年には

1,650ａに作付け面積が増大された。2001年には2,500から3,000ａに拡大する計画

である｡2000年の収穫量は約93.9MTであった。このうち68.5MTを輸出用にラシオに運

搬し、残りは翌年の種子用に保存されている。幹線道路が未整備のため、そばの栽培

地の拡大・栽培技術の普及、収穫されたそばの搬出・運搬に苦労している。

(3) 農産物の流通状況

主要農産物はお茶、米、トウモロコシ、野菜、豚・鶏などであるが、お茶以外の農

、 。 、産物は 農家の消費余剰を市場に出荷している程度である 主食の米は不足しており

。 、日用品とともに中国からの輸入に依存している ラウカイの街の急激な発展に伴って

野菜などの需要が高まっており、都市近郷の農家が生産する野菜が市場に出回ってい

るが、いずれも個人経営規模である。農産物（主にお茶）の運搬経路は集落から調査
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対象道路までは杣道で、徒歩（人肩で約40㎏）やロバ（約150㎏／頭）で運搬してい

る。調査対象道路から「市」の開かれる主要な街（ラウカイ、ターシェータン、シャ

オカイ、コンジャン）までは、公共交通機関である19人乗りの小型バス、12馬力の小

型耕耘機に荷台を付けた集積量約700から1,000㎏のトラジ、４ton積み普通トラック

が輸送手段として用いられている。しかし、長い運送時間（４ＷＤでラウカイ～コン

ジャン約64㎞を雨期は５～６時間、乾期でも４時間半 、悪路や雨期の路面の泥濘化）

による通行困難などにより交通費は農産物価格（米1.0～1.5元／㎏）より割高で、最

（ ） 、 「 」低区間 ラウカイ～ターシェータン間 で10元／人であり 貧乏な農民は徒歩で 市

まで農産物を運搬する。しかし、農産物の売買が良好な場合は、村に帰る時には日用

品を満載したこれらの交通手段が利用されている。各村は近傍の「市」に出掛けてお

、 、 「 」 。 、り 概ね１世帯 一人程度５日ごとに 市 にでかけている 市場には仲買人がおり

農民との価格交渉により売買が成立している。お茶以外の農産物の域外搬出はほとん

どない。

(4) インフラの整備状況

農村と調査対象道路をつなぐ道路は幅員５ｍ程度の石張道路、土道で整備されてい

るが、調査対象道路より離れている集落にはほとんど杣道しかなく、車の通行は不可

能である。村落内道路は幅員は２～３ｍで、土道が多く、急傾斜区間が多く、車両通

行はほとんど不可能である。

電化されている農村は主要な街（ラウカイ、ターシェータン、シャオカイ、コンジ

ャン）以外には、ナンコなど４～５村しかない。これ以外の農村はほとんどが灯油ラ

ンプを使用している。灯油は５日間の生活に必要な４合瓶一瓶を「市」で購入する。

灯油ランプは家によりその個数は一定ではないが、平均３ランプである。農家は日没

から就寝までの平均２～３時間、電灯、ランプを点灯している。

乾期の飲雑用水は集落周辺の泉から得ているが、水汲みに約20～50ｍの高低差（家

） 。から泉まで の杣道を竹製の天秤棒にバケツ２個で家まで朝夕運搬している村が多い

一つの集落に３～４個の泉がある。水源から集落まで約１～２㎞の土水路を建設し、

飲雑用水を村内まで引き入れている農村もある。飲雑用水にはかなり困窮しているよ

うで、農民の要望の上位を占めている。小学校を持っている集落はあるがほとんどは

、 。 。中国語の学校で 農民の私費で運営・管理されている 先生は中国から雇用している

診療所・病院などの医療施設や公民館などの公共施設もない。
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調 査 農 村 の 概 要

農 村 名 人 口
№ 総戸数 規 模

英 語 名 カタカナ 総 数 男 女

１ Na Pan ナパン 120 70 50 24 5.0

２ Tar Shan タシャン 739 265 274 93 7.9

３ Shao Kai シャオカイ 310 160 150 57 5.4

４ Man Low マンロウ 603 293 310 90 6.7

５ Nyon Kwan ニョンクワン 370 180 190 56 6.6

６ Chin Shai Tan チンサイタン 315 162 153 44 7.2

７ Nanko ナンコウ 1,854 917 937 284 6.5

８ Nam Po He ナンパホ 656 355 301 93 7.1

９ Pa Way パウェ 220 114 106 33 6.7

10 Nali ナリ 351 186 165 42 8.4

11 Man Sai マンサイ 306 150 156 54 5.7

12 Ta Pin Chan タピンチャン 216 115 101 42 5.1

13 Ta Tu Lo タチュロ 421 217 204 57 7.4

14 Cha Tzu Shu チャチュシ 501 302 299 94 5.3

15 Tar Kyu Sai タチュウサイ 568 294 274 87 6.5

16 Ma Mo Su マモス 465 252 213 71 6.5

17 Suan Karin スアンカリン 258 129 139 38 6.8

18 Wa Yao ワヤオ 392 217 175 55 7.1

19 Ka Wan Tan カワンタン 178 85 93 21 8.5

20 Nyan Cyan ニョウクワン 237 132 105 35 6.8

21 Ma Ti Chi マチチ 483 247 236 76 6.4

22 Rei Syou レイサン 168 78 90 26 6.5

23 Hwan Thin ホンティン 521 283 238 86 6.1

計 10,252 5,203 4,959 1,558 6.6
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